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※評語の意味 

4 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

3 ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取り組みが期待される。 

2 対応が十分でなく、やや不適切で課題が多い。課題の抽出と改善方策へ取組む必要がある。 

1 全く対応をしておらず不適切である。学校の方針から見直す必要がある。 
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1 学校の理念、教育目標 
 

教育理念 教育目標 

・学校の教育理念は、「他人を敬い自ら律する心と確かな臨床力により人々から

信頼される医療人を育成する」である。 

・学校の経営母体である学校法人学園の「敬心」には、「他人を敬い自らを律す

る」という意味が込められている。この「敬」は人々を敬愛する「敬意」「敬老」

「尊敬」に通じ、また「心」は人間の精神作用を総合的にとらえた言葉であり、

人間の「知識」や「感情」「意思」の総体でもある。さらに、「思慮」・他人への

「思いやり」・自らの「志」に通じるものであり、医療分野の対人サービスを専

門職とする人及び志す人の基本的な心構えである。 

・一方、現場では常にプロフェッショナルとしての臨床力が求められる。臨床力

とは、十分な知識・技能に裏打ちされた実践的能力はもちろん、心構えや態度、

コミュニケーション力、情報収集力、判断力そして自己研鑚を積み続ける姿勢ま

でをも含むものと考える。 

・「敬心」の心と臨床現場で必要とされるスキルを持ち合わせることにより、あ

らゆる人々から信頼される医療人の育成に、教職員一体となって取り組んでいき

たい。 

・学校の教育目標は、「自ら考え行動する医療人の育成」である。 

・「自ら考え行動する医療人」とは、自ら問題を発見、課題を設定し、その解決

のために方策を考え判断し実践することのできる人材である。こうした医療人の

育成には、基礎知識、専門知識や技術等の医療専門教育に加え、態度や心構え、

倫理教育、コミュニケーション教育、体験学習等のすべてを包含する教育が必要

である。 

・この教育目標に向け、教員は「教える教育から、学生が自ら学ぶ学習支援へ」

を心がけ、学生には「目的意識を持ち、自発的に学ぶこと」を促し、教育を通じ

て教職員・学生が共に学び合う姿勢と心を大切にしたいと考える。さらに、学生

の志を育みモチベーションを高めることを支援し、かつ社会のニーズをいち早く

捉える先駆的な試みにもチャレンジしていきたい。 

 

 

最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 
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2 令和 6 年度の重点目標と達成計画 
 

 

令和 6年度重点目標 達成計画・取組方法 

１．教育力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．柔道整復科の募集力向上 

 

 

 
 

３．ブランディング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．組織風土づくりと教職員の人材育成 

 

（１） ブレンデッド教育の拡充と質の向上 

（２） オンライン授業の質向上のための施設設備の充実を目的とし、既存の教室から撮影スタジオ機能を

備えた教室へリニューアル 

（３） 授業力向上プロジェクトで取り組んだ「ミニマムスタンダード」を実践 

（４） 科目ごとに、定期試験結果に基づく振返りシートを用いた授業の改善 

（５） 国試関連科目における試験問題のデータベース化、および試験問題作成を学校側で行い科目担当教

員に提供するフローを導入 

（６） コンピテンシー（活躍する人材に必要な行動特性）をベースにした教学活動（授業内、授業外活動、

教職員の行動変容）の実践的取り組み 

（７） 教育 DX に向けた取り組み（教育のパーソナライズ化） 

 

（１）女子学生の募集・獲得の強化 

（２）サッカー部による新たな学生募集ルートの開拓 

（３）デュアル教育システム（働きながら実践力を学ぶしくみ）の導入 

（４）美容、コンディショニング領域のコンテンツを拡充 
 

（１） 学校の価値を高め、圧倒的な競争優位性を構築するため、理念・教育目標・ミッション・ビジョンを 

もとにしたブランディングに着手 

① 高２からの安定した高校生募集施策を確立 

② 校名変更の検討 

③ ロゴ、スクールカラー、各種サインボードなど、設備類も含むあらゆるアウトプット物の見直し 

（２） 新たな海外連携先の開拓、研修プログラムの構築 

① フロリダ研修、台湾研修に加えて韓国研修を企画 

② 東南アジアの教育関係機関・プロスポーツ関連団体との連携模索 

③ 上海中医薬大学による遠隔授業に加え、遼寧中医薬大学、成都第一骨科医院、 New York College 

of Traditional Chinese Medicine との連携を推進 
 

（１） 教職員が未来志向を持ち先駆的にチャレンジできる組織風土づくり 

（２） 学校の魅力づくりに合わせた人材育成と人材登用 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 
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3 評価項目別取組状況 
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基準 1 教育理念・目的・育成人材像 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学校の理念である「他人を敬い自ら律する心と確か

な臨床力により人々から信頼される医療人を育成す

る」を柱に、「自ら考え行動する医療人の育成」を教

育目標として学校を運営している。 

・また、学校運営の方針として、3 つのポリシー（デ

ィプロマポリシー、カリキュラムポリシー、アドミッ

ションポリシーを設定している。 

・さらに学校のありたい姿として、令和 5 年度「ビ

ジョン 2030」とミッションを策定した。 

・令和 5 年度は、ビジョン 2030 およびミッションを

もとに、中期事業計画を策定し、学校の魅力をさらに

高めるとともに、学校の新たな価値転換を図ってい

く。 

・5 年後のありたい姿からバックキャスティングで

策定した中期事業計画に基づき、育成する人材像の

具現化に向けて取組んでいく。 

・オンデマンド授業の導入により、繰り返し学習が可

能となるなど、さらなるブレンデッド教育の拡充に

よる学力の向上を図る。 

 

・中期事業計画では、育成したい人材像として、

『柔道整復師、鍼灸師の知識・技術・国家資格を活

かしたエキスパートとして社会に価値を提供する人

材』と明確にした。 

・さらに、5 年後のありたい姿として、「教育のあり

方」「募集ターゲット＆募集戦略」「海外展開」「施

設・設備」「付帯事業」「組織体制・風土・しくみ」

を明確にした。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 岸本 光正 

  



 

5 

1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1 理念・目的・育

成人材像は、定めら

れているか 

□理念に沿った目的・育成人

材像になっているか 

□理念等は文書化する等明

確に定めているか 

□理念等において専門分野

の特性は明確になっている

か 

□理念等に応じた課程（学

科）を設置しているか 

□理念等を実現するための

具体的な目標・計画・方法を

定めているか 

□理念等を学生・保護者、関

連業界等に周知しているか 

□理念等の浸透度を確認し

ているか 

□理念等を社会等の要請に

的確に対応させるため、適

宜、見直しを行っているか 

4 ・理念、教育目標を明確に定

め、学生便覧に掲示するな

ど、教職員や学生等に周知徹

底に務めている。 

・また、令和 5 年度は、理念

を も と に ビ ジ ョ ン 2030

（2030年のありたい姿）およ

びミッションを策定し、教職

員会議をはじめとした会議

体で周知しているとともに、

学校のホームページに掲示

している。 

・さらに、理念、教育目標、

ビジョン 2030、ミッション

は、教学活動をはじめとした

学校運営における様々な意

思決定の軸として位置付け

ている。 

・なお、ビジョンに関しては、

5 年程度の期間を目安に見直

しを図っている。 

・ビジョン 2030 の実

現に向け、定期的な

「振返り」を行う仕

組みを設ける必要が

ある。 

・単年度計画の振返

りの際に、併せて行

う。 

・ビジョン 2030 

・ミッション 

1-1-2 育成人材像は

専門分野に関連す

る業界等の人材ニ

ーズに適合してい

るか 

□課程（学科）毎に関連業界

等が求める知識・技術・技能・

人間性等人材要件を明確に

しているか 

□教育課程、授業計画（シラ

バス）等の策定において関連

業界等からの協力を得てい

るか 

□専任・兼任（非常勤）にか

かわらず教員採用において

関連業界等からの協力を得

ているか 

4 ・年 2 回開催の教育課程編成

委員会において、学外からの

委員を増員、種々の意見を基

に教育活動に取り組んでい

る。 

・今年度は、任期満了に伴い、

教育課程編成委員会、学校関

係者評価委員会のメンバー

を見直し、様々な方面からご

意見やアドバイスを受けら

れるように刷新した。 

・さらに今年度は、卒業生お

・鍼灸学科の外部臨

床実習体制を構築す

る必要がある。 

・柔道整復学科にお

いても、今後の活躍

フィールドの広がり

を見据えた連携が必

要である。 

・卒業生をはじめ新

しい取組みやユニー

クな取組みを行って

いる企業や団体、施

設へのアプローチを

行っていく。 

・卒業生アンケート 

・まとめ 
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□学内外にかかわらず、実習

の実施にあたって、関連業界

等からの協力を得ているか 

□教材等の開発において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

よび卒業生が就職した企業・

施設に対して、活躍する医療

人の行動特性（コンピテンシ

ー）に関する調査を行い、今

後の教学活動における指針

策定の重要情報と位置づけ

取り組んでいる。 

・柔道整復学科では、50 ヶ所

を超える実習先を確保して

おり、接骨院のほか、整形外

科(7 院)、介護施設(6 か所)な

ど、多様な実習先と連携して

いる。 

 

1-1-3 理念等の達成

に向け特色ある教

育活動に取組んで

いるか 

□理念等の達成に向け特色

ある教育活動に取組んでい

るか 

□特色ある職業実践教育に

取組んでいるか 

4 ・鍼灸学科は、美容鍼灸・婦

人鍼灸・スポーツ鍼灸・高齢

者鍼灸の4つの専門分野を学

ぶカリキュラムおよびゼミ

（課外授業）を編成。 

・柔道整復学科は、「ケガ」「ス

ポーツ」「美容」「東洋医学」

の 4 つの専門ゼミを開講。 

・両学科共通の「独立開業ゼ

ミ」を行うなど、卒業後の活

躍を見据えた教育活動を展

開している。 

・引き続き、特色ある

教育活動の継続と進

化を図っていく。今

後は、予想される将

来の業界ニーズと学

生ニーズを捉えたゼ

ミの構成を再検討し

ていく。 

・社会のニーズに合

わせた職業実践教育

を具体的に検討して

いく。 

ゼミの再構成を検討

する。 

 

1-1-4 社会のニーズ

等を踏まえた将来

構想を抱いている

か 

□中期的（3～5年程度）視点

で、学校の将来構想を定めて

いるか 

□学校の将来構想を教職員

に周知しているか 

□学校の将来構想を学生・保

護者・関連業界等に周知して

いるか 

4 ・中期及び単年度事業計画を

策定し、毎年見直しを行って

いる。特に、今年度は、「5 年

後のありたい姿」からのバッ

クキャスティングで策定し

た。 

・経営会議、学科会議、及び

各委員会で詳細に審議・討論

され、教職員会議等で将来構

想を周知している。 

・ブランディング活

動の一環として教職

員をはじめそれぞれ

のステークホルダー

に何をどのように周

知していくか計画し

実践していく必要が

ある。 

・ブランディングの

周知に関するアクシ

ョンプランの策定及

び実行。 
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・今年度から、全教職員を巻

き込んだブランディング活

動に取組み、将来構想や学校

の目指す方向性について協

議を行った。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・理念・目的を文章化し明確に定めその周知に努力している。理念・目的に沿っ

た運営方針の基、中期および単年度事業計画を策定し実行している。 

・育成人材には業界の協力のもと、業界ニーズに沿った対応に務めている。さら

に将来の有るべき姿を構想し教職員一丸となって取り組んでいる。 

・組織の調和と力を示し教職員間、学科間の垣根を越えた取り組みをしている。

学科会議及び各委員会での意見交換も活発で、常に目標を高く掲げ、「Change & 

Challenge」をモットーに、ビジョン 2030 に向け取組んでいる。 

 

 

基準 2 学校運営 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・令和 5 年度は、理念及び教育目標にもとにあらた

に「ビジョン 2030（2030 年のあるべき姿）」および

ミッションを定め、中期的な学校の方向性を明確に

した。 

・また、5 年後のあるべき姿を明確にし、バックキャ

スティングで中期事業計画を策定し、単年度事業計

画および学校経営目標を定量的・定性的に設定して

いる。 

・一方で、ステークホルダーに対するブランディング

活動の一環として、教職員全員で 3 回にわたりディ

スカッションを実施し、学校のタグラインを策定し

た。次年度に向けてさらに具体的なブランディング

活動を推進していきたい。 

・単年度事業計画の推進に関しては、設定した学校経

営目標達成のために具体的なアクションプランに落

とし込み、PDCA サイクルを回している。 

・具体的なアクションプランについては、各学科会議

及び横断的に編成されている委員会（教務委員会、カ

・ビジョン策定プロジェクトを中心に策定した『ビジ

ョン 2030』については、次年度から取組むブランデ

ィングも含め、具体的なアクションプランを立案し、

教職員への浸透およびステークホルダーへの周知を

図っていく。 

・また、ブランディング活動においては、次年度に向

けて、学校のロゴ、校名のフォント、スクールカラー、

サインボード等の再整備を図っていきたい。 

・学校経営目標については、学校経営会議において定

期的に進捗状況を確認し、目標達成に向けタイムリ

ーに打ち手を打つ等、PDCA サイクルの徹底を図る。 

・特に、それぞれのアクションプランが全体最適にな

るよう常に俯瞰的に把握し、状況によっては全体戦

略や中期戦略を抜本的に見直すことも検討する。 

・人事評価制度については、学校経営目標のみなら

ず、中期的な人材育成をにらんだ「期待役割行動目

標」を設定し、さらなる組織活性化につなげていきた

い。 

・学校運営における様々な改善提案は、テーマによっ

てそれぞれの委員会やプロジェクトで審議され、毎

週開催している学校経営会議にて迅速に判断してい

る。 

・また、年度途中であっても、それが学生にとって有

益であり、学校運営において適切であれば、工夫改善

を止めることなく「Change & Challenge」が浸透し

ている。 

 

最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 岸本 光正 
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リキュラム編成委員会、学生委員会、入試広報委員

会、国試対策委員会、キャリア支援委員会、倫理委員

会、事故対策委員会、ハラスメント委員会）等で詳細

に審議・検討しており、必要に応じて、学校の意思決

定機関である学校経営会議へ上申し、決定している。 

また、年度始めに設定された学校目標は、教職員の個

人目標に落とし込まれ（評価制度にも組み込まれて

いる）、組織と個人のベクトルが常に合致するように

連動している。 

・一方で、学校外の専門家や業界団体・企業からの意

見を積極的に取り入れるべく、教育課程編成委員会、

学校関係者評価委員会を年 2 回開催し、学校運営に

活かしている。 

・また、案件によっては時限的にプロジェクト（コロ

ナ対策プロジェクト、新ビジョン策定プロジェクト

等）を立ち上げ、迅速な学校運営を行うよう努めてい

る。 

・決定事項に関しては、議事録を全教職員にメール送

信しており、必要に応じて定期的に開催される学科

会議や教職員会議で周知徹底している。 

・いずれの活動も、教職員間や学科間の垣根を超えた

議論や取り組みが活発になされている。さらに、教職

員一人一人の行動において、「Change & Challenge」

を推奨しており、その取り組みや成果は、学園や学校

で行う表彰制度によって公表され共有している。 

・人材育成強化と活性化を目的に導入した評価制度

は報酬にも反映され、さらに適正な運用がなされる

よう、評価スキルのアップと教職員の目標設定スキ

ルの向上が今後の課題である。 

・また、現制度における過不足や、運用面における問

題点などを整理したうえで、人事評価制度のアップ

デートを図っていきたい。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 19 日 記載責任者 岸本 光正 
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2-2 運営方針 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念等に沿っ

た運営方針を定め

ているか 

□運営方針を文書化する等

明確に定めているか 

□運営方針は理念等、目標、

事業計画を踏まえ定めてい

るか 

□運営方針を教職員等に周

知しているか 

□運営方針の組織内の浸透

度を確認しているか 

4 ・理念、教育目標に基づき、

アドミッションポリシー・カ

リキュラムポリシー・ディプ

ロマポリシーを定めるとと

もに、「5 年後のあるべき姿」

を見直し、『ビジョン 2030』

をあらたに設定し、その実現

に向けて取り組んでいる。ま

た、併せてミッションを策定

し日々の行動の指針として

いる。 

・単年度計画は、令和 5 年度

方針書を作成し、重点課題お

よびその取組み方針、業績重

要指標(KPI)の目標と達成の

ための打ち手等を明確にし

ている。 

・令和 5 年度は、5 年後のあ

りたい姿（育成したい人材

像・教育・学生募集・海外展

開・施設/設備・付帯事業）を

バックキャスティングで策

定した。 

・これらは、教職員会議をは

じめとした定例の会議体や

教職員表彰制度によってそ

の浸透を図っている。 

・運営方針等の浸透度の確認

は、年度末に実施する職場ア

ンケートによって把握し、次

なる打ち手の参考にしてい

る。 

・3 つのポリシーや、

ビジョンミッション

の「振返り」を行う態

勢を構築する必要が

ある。 

 

・中期・単年度事業計

画の進捗状況の確認

と併せて行う態勢を

作る。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・理念、教育目標に基づき、アドミッションポリシー・カリキュラムポリシー・

ディプロマポリシーを定めるとともに、「5 年後のあるべき姿」を見直し、『ビジ

ョン 2030』をあらたに設定し、その実現に向けて取り組んでいる。また、併せ

てミッションを策定し日々の行動の指針としている。 

・次の中長期の方向性を示す「ビジョン 2030」に併せ、ミッション（日々果た

すべき使命）を策定し取り組んでいる。 

・ビジョンやミッションに基づいた取組みを行った教職員に対し、毎月発表して

いる表彰制度によって表出し、共有・浸透を図っている。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 岸本 光正 

 

2-3 事業計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達成

するための事業計

画を定めているか 

□中期計画（3～5 年程度）を

定めているか 

□単年度の事業計画を定め

ているか 

□事業計画に予算、事業目標

等を明示しているか 

□事業計画の執行体制、業務

分担等を明確にしているか 

□事業計画の執行・進捗管理

状況及び見直しの時期・内容

を明確にしているか 

4 ・3 か年の中期事業計画を策

定し、これに基づき単年度事

業計画、予算、学校経営目標

を策定している。 

・令和 5 年度は、「ビジョン

2030」を策定し、ビジョンの

達成に向け中期事業計画や

単年度計画など主要計画と

連動した取り組みを行った。 

・単年度計画は、令和 5 年度

学校経営方針書として、重点

課題、課題解決に向けた取り

組み方針および業績重要指

標の計画を明記し学園内、学

校内で公開し共有している。 

・事業計画の執行は、委員会

や担当部署を明確にして取

り組んでおり、学校経営会議

や各委員会で進捗状況を確

認している。案件によって

は、時限的なプロジェクト

（ワーキング）チームを発足

し活動している。 

・学校経営目標項目の学生募

・事業計画の執行に

ついては、項目によ

って PDCA サイクル

における Check & 

Action を適正なスパ

ンで行い、執行の質

向上を図る必要があ

る。 

 

・学校経営目標項目

をはじめとした重要

項目の進捗管理につ

いて、さらなる質向

上を図るため、管理

方法、情報共有の在

り方、予測精度など

の見直しを適宜行っ

ていきたい。 

令和 5 年度学校経営

方針書 
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集、中退率、国家試験合格率、

就職率については、進捗状況

と最終予測状況を定期的に

学校経営会議で確認するな

ど、PDCA サイクルを着実に

遂行している。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・理念に基づき、中期事業計画を策定。さらに単年度事業計画・単年度予算及び

学校経営目標を設定し、学園経営会議の承認を得て執行している。 

・「ビジョン 2030」を策定し実現のため、中期事業計画や単年度計画を策定する

とともに学校経営方針書を作成、学校内に周知し取り組んでいる。 

・事業計画の執行は、委員会や担当部署を明確にし、PDCA サイクルを着実に遂

行している。 

・開学以来初の 240 名定員充足を達成し、学校の安定的な運営と改革の促進に

取り組んでいる。 

・「ビジョン 2030～未来のエキスパートたちと、共に学び挑戦し続けます～」を

策定し、これからのビジョン策定に取組んだ。 

・組織的に PDCA を回していくことにより、自立自走する組織を目指す目的で、

学校経営業績重要指標を導入しており、定量的・定性的な目標指標の設定及び進

捗管理を行っている。また、重要指標は個人ごとに目標設定し、人事評価制度に

おける業績評価に連動している。 

・ブランディングプロジェクトを発足し、教職員全員参加によるワークショップ

を開催、タグラインを策定し校名変更に向け着実に活動している。 

・ブレンデッド教育拡充と質の向上の観点から学びのプラットフォーム

（KEISHIN net）の構築に着手。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 

 

 

2-4 運営組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は組

織運営を適切に行

っているか 

□理事会、評議員会は、寄附

行為に基づき適切に開催し

ているか 

□理事会等は必要な審議を行
い、適切に議事録を作成して
いるか 

□寄附行為は、必要に応じて

適正な手続きを経て改正し

ているか 

4 ・理事会、評議員会は、寄付

行為に基づき、予算理事会、

決算理事会の他、必要に応じ

て適切に開催している。 

・理事会は、必要な審議を行

い、適切に議事録を作成して

いる。 

・寄付行為は、必要に応じて

適切な手続きを経て改正し

ている。 
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2-4-2 学校運営のた

めの組織を整備し

ているか 

□学校運営に必要な事務及

び教学組織を整備している

か 

□現状の組織を体系化した

組織規程、組織図等を整備し

ているか 

□各部署の役割分担、組織目
標等を規程等で明確にしてい
るか 

□会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を規程等で明

確にしているか 

□会議、委員会等の議事録

（記録）は、開催毎に作成し

ているか 

□組織運営のための規則・規

程等を整備しているか 

□規則・規程等は、必要に応じ
て適正な手続きを経て改正し
ているか 
□学校の組織運営に携わる事
務職員の意欲及び資質の向
上への取り組みを行っている
か 
 
 

4 ・学校運営において、学校経

営会議を意思決定機関とし、

以下に学科会議及び教務委

員会、カリキュラム編成委員

会、学生委員会、入試広報委

員会、国試対策委員会、キャ

リア支援委員会、倫理委員

会、事故対策委員会、ハラス

メント委員会等を配置、必要

な審議を行っている。それぞ

れの会議で検討され、決定し

た内容は、開催毎に議事録を

作成し、全教職員に対するメ

ール送信を行うほか、重要事

項は各学科会議や毎月の教

職員会議で周知徹底を図っ

ている。 

・学校運営のオーディット機

能として、学校関係者評価委

員会、教育課程編成委員会を

それぞれ年 2 回開催し、学校

運営の質向上に努めている。 

・組織図、組織目標等やそれ

ぞれの委員会の役割は明確

にし、共有している。 

・学校の組織運営には、各委

員会の活動を通して、積極的

に関与するよう働きかけて

おり、それらの取り組みが、

月間 MVP 制度により表彰さ

れ共有されている。 

・学園主催の「フィロソフィ

ーワークショップ」や教育力

向上の研修会に参加し、意欲

と資質向上に努めている。 

・全国柔道整復学校協会、東

洋療法学校協会主催の教員

・学校経営会議、委員

会等は、一定のルー

ルをもとに運営され

ているが、業務分掌、

会議及び委員会に関

する規程を現状に則

したものに改定する

必要がある。 

・諸規程の見直しに

ついて学園で進める

規程等検討委員会と

連動して推進してい

く。 
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研修会に参加しており、意欲

と資質の向上に取組んでい

る。 

・新規入職者に対しては、導

入プログラムによる研修を

実施している。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・理事会と評議員会は、設置法人である学園本部が事務局となり、適切に行って

いる。 

・学校運営に関しては、学校経営会議を意思決定機関とし、学科会議、教務委員

会、カリキュラム編成委員会、学生委員会、入試広報委員会、国試対策委員会、

キャリア支援委員会、倫理委員会、事故対策委員会等を配置している。 

・組織運営においては、教職員間、学科間の垣根を超えた議論や活動を推奨して

おり、活発に行う体制を整えている。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 

 

 

2-5 人事・給与制度 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与に

関する制度を整備

しているか 

□採用基準・採用手続きにつ

いて規程等で明確化し、適切

に運用しているか 

□適切な採用広報を行い、必
要な人材を確保しているか 

□給与支給等に関する基準・

規程を整備し、適切に運用し

ているか 

□昇任・昇給の基準を規程等
で明確化し、適切に運用して
いるか 

□人事考課制度を規程等で

明確化し、適切に運用してい

るか 

4 ・採用基準及び採用フローに

関しては、一定のルールに基

づき運用している。 

・教員の採用にあたっては、

書類審査と面接に加え模擬

授業による評価を実施して

いる。 

・職員の採用に関しては書類

審査と面接を実施している。 

・昇任・昇給等は、平成 27 年

度から導入した評価制度（等

級制度含む）に基づき、人材

の育成と組織活性化を図っ

ている。 

・現在の評価制度・報酬制度

・組織的な教育の質

向上と連動した評価

制度に向け、見直し

に取り組んでいく必

要がある。 

・新しい就業規則に

ついては、設置法人

が主体となって策定

している。 

・評価制度の見直し

は、運用面を十分に

考慮しながら進めて

いく。 
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を反映した就業規則を策定

した。 

・学園の採用 HP、学校 HP

内での採用ページを作成し

運用を開始。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・平成 27 年度より学園で等級制度を含めた評価制度が導入され、教職員一人ひ

とりの資質能力や主体性の向上と、学校目標と教職員一人ひとりのグレードに応

じた個人(業績)目標の連動を明確にし、組織の活性化に取り組んでいる。 

・学園および学校 HP 内で採用ページを作成し運用。一定数の募集確保に貢献し

ている。 

・評価・報酬制度の運用にあたっては、学校目標と個人目標の連動が極めて重要

な要素であり、組織活性化のカギを握っている。 

・なお、個人目標の設定および評価に関しては、それぞれの組織長が参加する調

整会議を開き、公平・公正を担保する体制で臨んでいる。 

・今後は、さらに教育の質向上と連動した制度に見直しを進めていく。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 

 

 

2-6 意思決定システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シス

テムを整備してい

るか 

□教務・財務等の業務処理に

おいて、意思決定システムを

整備しているか 

□意思決定システムにおい

て、意思決定の権限等を明確

にしているか 

□意思決定システムは、規

則・規程等で明確にしている

か 

4 ・教務業務は、学則に則り学

科会議や教務委員会で審議

され、必要に応じて学校経営

会議で承認されている。 

・財務事案をはじめ重要事案

は、稟議ルールに基づき決定

しており、学園本部によるチ

ェック機能が働いている。 

・その他学校運営に関する事

案は、委員会で検討され、学

校経営会議に上申され決定

している。 

・それぞれの規程に

おいて一部現状に則

した改定の必要があ

る。 

・学園で設置した規

程等検討委員会で見

直しを進めていく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学校運営及び教務業務に関する事案は、学科会議、教務委員会、カリキュラム

編成委員会、学生委員会、入試広報委員会、国試対策委員会、キャリア支援委員

会、倫理委員会、事故対策委員会、ハラスメント委員会等で検討し、必要に応じ

・財務事案をはじめ重要事案は、稟議ルールに基づき決定しており、学園本部（学

校支援本部）によるチェック機能が働いている。 
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て学校経営会議に上申され決定している。また、重要事案については稟議ルール

に基づき決定している。 

・財務等の業務処理においては、あらかじめ定められたルールに則り遂行されて

いる。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 
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2-7 情報システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システム

化に取り組み、業務

の効率化を図って

いるか 

□学生に関する情報管理シ

ステム、業務処理に関するシ

ステムを構築しているか 

□情報システムを活用し、タ

イムリーな情報提供、意思決

定が行われているか 

□学生指導において、適切に
学生情報管理システムを活用
しているか 
□データの更新等を適切に行
い、最新の情報を蓄積している
か 
□システムのメンテナンス及び
セキュリティー管理を適切に行
っているか 

4 infoClipper（校務システム） 

学籍・成績・出欠などの管理

に使用。 

期ごとの試験結果や週次の

出欠状況などをもとにした

学生指導にも活用。 

Google Work space 

（グループウェア） 

全教職員・学生に Google の 

アカウントを配布してお

り、Google のアプリケーシ

ョンを用いて WEB 上でコ

ミュニケーション。 

1) Google Class Room 

学生への一斉・個別連絡や 

課題提出に使用。 

2) Google Drive 

授業資料のデータ共有や 

授業の録画動画の共有、 

校務における資料共有、 

共同編集や保管に使用。 

3) Google Site 

教職員・学生が日常的に 

アクセスするリンク集を 

ポータルサイト化し運用。 

・システムのさらな

る活用による業務効

率化（左記の用途で

の活用度を更に向上

する） 

・個人や部署単位で

の活用にとどまって

いる機能の活用 

（Google カレンダー

やチャットなど） 

・教職員、学生共にリ

テラシーの差による

活用格差の解消。 

・個人や部署での具

体的なシステム活用

事例の共有。 

・学生向けの操作マ

ニュアルの充実。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生・教職員全員にアカウントを配布し、一つのスペースの中で共通セキュリテ

ィーのもとシステムを活用して WEB 上でのコミュニケーションを行っている。 

システムの活用は進んでおり、さらなる活用度向上による業務効率化を目指して

いる。 

教職員・学生が共通で使用するグループウェアとして Google Work Space を導

入している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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基準 3 教育活動 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・令和 5年度の授業形態は、対面型、オンライン型、

ハイフレックス型、オンデマンド型をそれぞれ学習

者や科目特性を考慮して実施した。学生からの学び

やすい、繰り返し学べるなどの評価がある一方、学習

効果も落ちていないことから、これらの形態を継続

していく予定。今後は学習効果を中心に質の向上を

図るため、定期的な振り返りを行っていく。 

・新カリキュラムの振り返りを行った。旧カリキュラ

ムからの変更点である 4期制から 2期制への変更は、

学生の期末試験の負担を減らすことができた。また、

平日のみの開講や昼間部の授業開始時間の変更など

は、通いやすさや週末の学習時間の確保に貢献して

いるようである。さらに、授業進行を意識し科目連携

を取りやすい配置を心掛けて作成しているが、改善

点が見られたため、今後も見直しを図っていく予定。 

・コンピテンシー（優れた成果を創出する個人に共通

して見られる行動特性）に着目。教育課程編成委員会

で様々な意見を頂き、これを基に、キャリア支援セン

ター主導で卒業生の就職先約 50社にアンケートを実

施。その結果、コミュニケーション能力の向上が望ま

れていることが分かった。今後の教育に取り入れて

いく予定。 

・学園全体で「授業力向上プロジェクト」を発足し、

教員の授業力向上を目指す。具体的な取り組みとし

て、以下の施策を実施。 

１．授業運営検討委員会の設置 

・様々な授業形態を展開しているため、それぞれのメ

リット、デメリットを整理しつつ教育効果を高めて

いきたい。 

・授業形態の影響も踏まえて授業アンケートの内容

や実施時期も見直す段階に来ている。 

・令和 7 年度より新カリキュラムの導入を計画。引

き続きカリキュラムマネジメントを行っていく。 

・教育活動の振り返りを常に行い PDCA を回してい

く。そのためにも FD は定期的に行う。 

 

 

 

 

授業の質保証・向上を目的に「授業力向上プロジェク

ト」を発足。授業の構成要素を「授業設計」「授業展

開」「授業評価」に分けて検討。教員だけではなく職

員も加わり活動している。「設計」では授業設計を体

系化・可視化する事を課題としシラバスの見直しを

図っている。「展開」では授業に必要な準備と実践方

法を言語化したガイドラインの作成に取り組む。「評

価」では試験作成マニュアルの作成や授業アンケー

トの見直し、教員自身の振り返りを促す施策を検討。

不断の改善に取組んでいる。 
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 授業の改善点や効果的な教授法について議論し、

具体的なアクションプランを策定。教員個別のスキ

ルアップ施策としてファカルティ・ディベロプメン

ト（FD）プログラムや授業参観制度の導入を目指す。 

２．リフレクションシートの導入 

 令和 5 年度からは、教員自身が振り返りを行うた

めの「リフレクションシート」を導入している。これ

により、教員は自身の授業を客観的に評価し、改善点

を洗い出すことができる。さらに、学校で共有するこ

とで、全体のスキルアップに繋げていく予定。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 中村 幹佑 

 

 

3-8 目標の設定 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿っ

た教育課程の編成

方針、実施方針を定

めているか 

□教育課程の編成方針、実施

方針を文書化する等明確に

定めているか 

□職業教育に関する方針を

定めているか 

4 

 

・教育課程の編成においては

AP・CP・DP を定め、カリキ

ュラムに反映させている。 

・新年度開始時に配布する学

生便覧及び全体講師会資料

等にて方針を明示している。 

・教育課程編成委員会におい

て、職業教育に関する意見聴

取を行っている。委員に指摘

された様々な意見を集約し、

教育到達レベルに反映して

いる。 

・コンピテンシー（優

れた成果を創出する

個人に共通して見ら

れる行動特性）に着

目している。求めら

れるコンピテンシー

にコミュニケーショ

ン能力が挙がった。

カリキュラム内外で

どの様に取り組むか

が今後の課題。 

・既存の教育課程に

とらわれることなく

将来を見据えた職業

教育を意識した取り

組みを行っていく。 

 

3-8-2 学科毎に修業

年限に応じた教育

到達レベルを明確

にしているか 

□学科毎に目標とする教育

到達レベルを明示している

か 

□教育到達レベルは、理念等

に適合しているか 

4 ・シラバスにおいて科目毎に

到達目標を明記している。 

・進級規定では定期試験にお

いて全教科 60％以上の到達

度を目安に判断をしている。

・科目別に到達目標

の難易度に差異が生

じている。現在の教

育到達レベルと国家

試験の合格率に差異

学校が組織的に到達

レベルを科目毎に設

定する。 

・1 年生より低学力

者を対象とした国家
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□資格・免許の取得を目指す

学科において、取得の意義及

び取得指導・支援体制を明確

にしているか 

□資格・免許取得を教育到達

レベルとしている学科では、

取得指導・支援体制を整備し

ているか 

また、実力試験の実施によ

り、免許取得に対する到達度

を図り、フィードバックを行

っている。 

 

があるため、取得指

導・支援体制の整備

が必要である。 

・技術力の目標設定

と評価方法を改善し

ていく必要がある。 

試験対策の補習を導

入。積極的に参加を

促す。また、一部の科

目の定期試験を担当

教員ではなく学校が

到達目標を元に作成

し、客観的に到達度

を測る。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・AP/CP/DP の設定から科目毎の目標設定まで完了した。新たにコンピテンシー

も加え、さらに目標設定の精度を上げていきたい。 

・教育目標を到達できるよう、毎週学科毎に会議を開き、問題点の明確化や早期

対応を図っている。また、教務委員会やカリキュラム編成委員会といった組織を

設置し、学校全体の取り組みを共有している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 中村 幹佑 

 

 

3-9 教育方法・評価等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・目

標に沿った教育課

程を編成している

か 

□教育課程を編成する体制

は、規程等で明確にしている

か 

□議事録を作成する等教育

課程の編成過程を明確にし

ているか 

□授業科目の開設において、

専門科目、一般科目を適切に

配分しているか 

□授業科目の開設において、

必修科目・選択科目を適切に

配分しているか 

□修了に係る授業時数、単位
数を明示しているか 

□授業科目の目標に照らし、

4 ・授業科目の開設において

は、専門科目、一般科目及び

授業時間数、単位数等の履修

内容をシラバスにて明示し

ている。 

・職業実践教育の視点から実

技科目に重きを置き、授業担

当教員は実務経験が豊富な

柔道整復師、鍼灸師が担当し

ている。 

・実技科目と講義科目の時間

配分には十分配慮し、学生の

学習意欲を引き出せるカリ

キュラムとしている。 

・シラバスの表記を統一する

・令和 7 年度に向け

て、新しいカリキュ

ラム導入を検討して

おり、引き続きカリ

キュラムマネジメン

トを行っていく必要

がある。 

・ハイフレックス型

授業を取り入れた事

により様々な授業形

態が生まれた。今後

それぞれの教育効果

を踏まえた授業方法

の工夫をしていきた

い。 

・カリキュラム編成

委員会を継続。現行

の教育課程の管理や

定期的な振り返りを

継続して行う。 

・教育効果をはかり

PDCA サイクルをま

わす目的で試験結果

毎に各教員が授業を

振り返る事が出来る

取り組みを行う。 
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適切な教育内容を提供して

いるか 

□授業科目の目標に照らし、

講義・演習・実習等、適切な

授業形態を選択しているか 

□授業科目の目標に照らし、

授業内容、授業方法を工夫す

る等学習指導は充実してい

るか 

□職業実践教育の視点で、科

目内容に応じ、講義・演習・

実習等を適切に配分してい

るか 

□職業実践教育の視点で教

育内容・教育方法・教材等に

ついて工夫しているか 

□単位制の学科において、履

修科目の登録について適切

な指導を行っているか 

□授業科目について授業計

画（シラバス・コマシラバス）

を作成しているか 

□教育課程は、定期的に見直

し、改定を行っているか 

目的でシラバスのチェック・

訂正を行っている。 

・授業科目の目標に照らし、

適切な授業形態を工夫、模索

している。 

・カリキュラム編成委員会を

設置し、教育課程の定期的な

見直しと改善を図っている。 

 

 

3-9-2 教育課程につ

いて外部の意見を

反映しているか 

□教育課程の編成及び改定

において、在校生・卒業生の

意見聴取や評価を行ってい

るか 

□教育課程の編成及び改定

において、関連する業界・機

関等の意見聴取や評価を行

っているか 

□職業実践教育の効果につ

いて、卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

4 

 

・教育課程はカリキュラム編

成委員会、教育課程編成委員

会など内外の有識者と共に

常に見直しを行っている。 

・年 2 回実施している教育課

程編成委員会では各公益社

団法人の要職者、接骨院開設

者、鍼灸院開設者、卒業生等

に意見を求め反映している。 

・職業実践教育の効果につい

ては卒業時のアンケートと

就職先へのアンケートを行

・職業実践教育の効

果について、卒業生・

就職先等の意見聴取

を行った。回答率は

就職先で特に高く、

今後も引き続き継続

していきたい。 

・意見の恒常化を防

ぎ、新しい知見を取

り入れる目的で教育

課程編成委員の定期

的な入れ替えを行

う。 

・卒業生に対しては、

卒業後1～2年後に職

場環境調査の名のも

とに「職業実践教育

の効果」「キャリア教

育の効果」について、
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っている。 併せて調査を実施す

べくキャリア支援セ

ンター等で検討を進

めていく。 

3-9-3 キャリア教育

を実施しているか 

□キャリア教育の実施にあ

たって、意義・指導方法等に

関する方針を定めているか 

□キャリア教育を行うための教
育内容・教育方法・教材等に
ついて工夫しているか 
□キャリア教育の効果につい
て、卒業生・就職先等の意見
聴取や評価を行っているか 

3 

 

・キャリア支援センターを設

置。キャリア支援を通年で行

っている。 

1 年生から就職相談会を定期

開催するなど、学生のニーズ

に合わせて様々な講座を開

設している。 

キャリア教育の効果につい

て、卒業生・就職先にアンケ

ートを取っている。 

・就職のみならず、学生ニー

ズの高い「開業・起業支援」

にも取り組んでいる。 

・キャリア支援セン

ターの稼働率を上

げ、より良いキャリ

ア支援を提供してい

くことが必要。 

・現在の学生だけで

なく、近い将来に入

学してくる学生のこ

とも考え、新しい取

組みにもチャレンジ

していきたい。 

・様々な属性の学生

に対応できるよう、

募集広報、教学活動

と連携したプログラ

ムや体制づくりに取

組みたい。 

 

3-9-4 授業評価を

実施しているか 

□授業評価を実施する体制

を整備しているか 

□学生に対するアンケート

等の実施等、授業評価を行っ

ているか 

□授業評価の実施において、

関連業界等との協力体制は

あるか 

□教員にフィードバックす

る等、授業評価結果を授業改

善に活用しているか 

4 

 

・半期毎、授業期間中に全科

目毎に授業アンケートを実

施している。それを基に科目

担当教員は授業内容の改善

に努めている。また、学校全

体として取り組むべき課題

に関しては、教職員会議や非

常勤講師も含む全体講師会

で共有改善を図っている。 

・授業評価の実施において、

関連業界等との協力体制は

整っていない。 

・評価の高い授業の

特徴を学校内で横展

開し、全体の質を向

上させていく必要が

ある。 

・関連業界等との協

力体制の構築をはか

れていないため、授

業改善に取り入れら

れるよう運用面を整

備していく。 

・回答率向上のため

のアクション実施も

必要である。 

・第三者による授業

参観制度の導入を検

討。 

・授業評価の目的を

改めて学生、教員に

周知する。 

・アンケートの活用

事例を教員にヒアリ

ングし共有する必要

がある。 

・授業内でアンケー

トの協力依頼を促

す。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・教育課程の編成は、現在の業界情勢を鑑み、社会に即した形式で行うべきであ

ると考える。 

・授業評価は、学生の好悪感情に惑わされることのないよう、慎重に取り扱うこ

・ハイフレックス授業の導入により授業方略だけではなく実施方法に関する検

討も今後継続していく。これからも学校独自の新しい授業スタイルやカリキュラ

ムを模索していきたい。 
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とが求められるため、繰り返し改善を行って行くことが必要であると考える。ま

た、学生以外の目線での授業評価も授業参観という形で導入したい。 

・学生に対するアンケートは回答率も重要な要素であるため向上に努める。 

・教育課程やキャリア教育には第三者の目が入った。授業にも徐々に複数の目を

導入し透明性のある教育を行っていきたい。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 中村 幹佑 
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3-10 成績評価・単位認定等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

3-10-1 成績評価・修

了認定基準を明確

化し、適切に運用し

ているか 

□成績評価の基準について、

学則等に規定する等明確に

し、かつ、学生等に明示して

いるか 

□成績評価の基準を適切に

運用するため、会議等を開く

等客観性・統一性の確保に取

組んでいるか 

□入学前の履修、他の教育機

関の履修の認定について、学

則等に規定し、適切に運用し

ているか 

4 ・成績評価基準は、養成施設

の認定規則に沿って、学則及

び学内規程で明確に定めて

いる。学生に対しては、学生

便覧及びシラバスに明示し

ている。 

・「卒業判定会議」・「進級判定

会議」で卒業・進級判定を行

っている。 

・GPA は算出しているが学

生への公開はできていない。 

・既修得単位の認定について

は学則及び養成施設の認定

規則に準拠し判断している。

また、学生向けの Q&A を作

成し公開している。 

・GPA の学生への公

開が必要である。 

・学生に対し個々の

GPA と全体の GPA

分布を公開する。 

その際、公開の目的

と目標とすべきポイ

ントを明示して公開

する。 

 

3-10-2 作品及び技

術等の発表におけ

る成果を把握して

いるか 

□在校生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業績

等を把握しているか 

4 ・ゼミ活動を積極的に行うこ

とにより学会参加をしやす

い環境整備を行っているが、

業績や活動実績を把握する

ことはできていない。 

・学術集会等への参加を推奨

し、発表をする学生に対して

は活動経費を援助している。 

・学生の活動成果・実

績を正確に把握する

ことが必要である。 

・学生の成績だけで

なく学習成果・活動

歴をポートフォリオ

化して一元管理する

ため、学籍管理シス

テムの学生カルテを

活用する。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・成績評価基準・既修得単位の認定基準は明確に定められ、公開されている。成

績の公平性・客観性のために GPA を活用していくことが求められる。また、成

績だけでなく学習成果や活動歴の一元管理も課題となっている。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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3-11 資格・免許の取得の指導体制 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とする

資格・免許は、教育

課程上で、明確に位

置付けているか 

□取得目標としている資格・

免許の内容・取得の意義につ

いて明確にしているか 

□資格・免許の取得に関連す
る授業科目、特別講座の開設
等について明確にしているか 

4 ・入学者の職業理解を深める

ため、入学前に附属治療院で

の施術体験を行っている。 

・年度当初に配布する学生便

覧に取得資格の意義や教育

課程上の位置付けを、明確に

記載している。 

・入学前の学習会や入学・進

級時のオリエンテーション

にて国家試験の概要やカリ

キュラムの全体像の説明を

行っている。 

・カリキュラムの全

体像だけでなく、科

目同士の繋がり（学

年内の横の接続と学

年をまたいだ縦の繋

がり）についても明

確にし、学生が理解

できるようにする必

要がある。 

授業やオリエンテー

ション等で以下の説

明機会を設ける。 

・カリキュラムの全

体像 

・学年・期で学ぶ内容

や科目同士の繋がり 

・次の学年・期で学ぶ

内容との接続 

・学習内容と国家試

験との関連 

 

3-11-2 資格・免許取

得の指導体制はあ

るか 

□資格・免許の取得につい

て、指導体制を整備している

か 

□不合格者及び卒業後の指

導体制を整備しているか 

3 個別に学習支援が必要な学

生を HIT（Hang In There）

学生と定義し、国試対策を画

一的な集合教育から個別対

応にシフトし全学科で合格

率が向上。 

HIT 学生を抽出して一人ひ

とりを教員・チューターが担

当制で受け持ち、個別支援を

行っている。 

また、既卒者向けの国試対策

のコースを設置して不合格

者の資格取得支援をしてい

る。 

補習ではなく授業そ

のもので定着する仕

組み作り、学生自身・

学生同士で学ぶ仕掛

けの構築を図る必要

がある。 

学生自身が授業の予

復習をできるシステ

ムの構築・導入。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

目標資格の位置づけや、資格取得までの道筋を明確にして学生と共有している。 

国家資格取得のための学習支援は個別対応を軸に行っており、既卒者の資格取得

支援も行っている。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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3-12 教員・教員組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件を

備えた教員を確保

しているか 

□授業科目を担当するため、

教員に求める能力・資質等を

明確にしているか 

□授業科目を担当するため、

教員に求める必要な資格等

を明示し、確認しているか 

□教員の知識・技術・技能レ

ベルは、関連業界等のレベル

に適合しているか 

□教員採用等人材確保にお

いて、関連業界等と連携して

いるか 

□教員の採用計画・配置計画

を定めているか 

□専任・兼任（非常勤）、年齢

構成、男女比等教員構成を明

示しているか 

□教員の募集、採用手続、昇

格措置等について規程等で

明確に定めているか 

□教員一人あたりの授業時

数、学生数等を把握している

か 

4 ・指定規則で定められた教員

要件を順守した採用を行っ

ている。 

・専門科目担当教員を採用す

る際は、技術・技能レベルが

一般的な業界水準以上であ

るかを過去の臨床歴や実績

等を重要視し採用している。 

・採用にあたっては、書類・

面接審査のみではなく模擬

授業を実施している。 

・非常勤講師の採用チャネル

は教員間のネットワークが

中心である。 

・教員 1 人の授業時間は 1 週

当たり 15 時間を標準として

いる。 

・指定規則で定めら

れている教員要件以

外に、「授業力」や「指

導力」を重視する必

要がある。 

・学園や学校内で「授

業力向上」に組織的

に取り組む部門を設

置し、FD 等を通じて

授業力や指導力を向

上する。 

 

3-12-2 教員の資質

向上への取り組み

を行っているか 

□教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか 

□教員の資質向上のための

研修計画を定め、適切に運用

しているか 

□関連業界等との連携によ

る教員の研修・研究に取組ん

でいるか 

□教員の研究活動・自己啓発

への支援等教員のキャリア

4 ・学校全体で新たな取り組み

に積極的に挑戦している中

で、資質向上のための研修は

年間を通じて複数回実施し

ているが、中期的な研修計画

の立案まではできていない。 

・毎年、学校協会主催の教員

研修会には専任教員の参加

を促し、学会参加費や宿泊費

等の援助を行っている。 

・教員の資質向上の

要素として「授業力」

や「指導力」に加え

「学生の学びを支援

する力」を重視する

必要がある。 

・学校の現状に則し

た FDを各委員会単位

等で重点テーマを設

定し、計画を立てて

実施する。 
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開発を支援しているか ・各教員のキャリア支援や研

究活動を支援するための予

算を確保している。 

3-12-3 教員の組織

体制を整備してい

るか 

□分野毎に必要な教員組織

体制を整備しているか 

□教員組織における業務分

担・責任体制は、規程等で明

確に定めているか 

□学科毎に授業科目担当教

員間で連携・協力体制を構築

しているか 

□授業内容・教育方法の改善

に関する組織的な取組があ

るか 

□専任・兼任（非常勤）教員間
の連携・協力体制を構築して
いるか 

4 ・委員会組織において、学科

を超えた組織運営を行って

おり、学校全体としてのコン

センサスを取っている。 

・学科会議及び教職員会議を

定期的に開催し、ガバナンス

体制を整備している。 

業務の分掌は学科長を中心

に毎年度見直し、周知の上、

運用している。 

・学園横断の授業力向上プロ

ジェクトを設置し、授業の設

計・展開・評価に関する基準

を成果物として策定した。 

・科目の連携においては、講

師会→シラバス作成→授業

実施→試験→リフレクショ

ンシート→講師会のサイク

ルで授業の設計から実施・評

価・振り返りまでのサイクル

を確立し、令和 4年度より運

用開始した。 

・授業力向上プロジ

ェクトの成果である

「設計」・「展開」・「評

価」のスタンダード

を浸透・実運用に乗

せる必要がある。 

 

・授業力向上の取組

みにおいては、学内

の教務委員会が主導

して浸透・運用し、う

まくいったこと・課

題を学園の授業力向

上プロジェクトと連

携して改善する。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・指定規則を遵守し教員採用を行い、学園のプロジェクトや学内の FD にて「授

業力」や「学び支援」の資質向上に努めている。 

・科目連携や授業の PDCA を回すサイクルを確立し、運用している。 

・科目間連携を十分に考慮した新しいカリキュラムに改訂・運用を令和 4 年度よ

り開始した。 

最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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基準 4 学修成果 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【就職率】 

（総括） 

「キャリア支援センター」と称した就職相談に特

化した窓口を設置し、各担任と連携を取りながら、一

人一人の人生設計に寄り添った相談と、その支援を

おこなっている。 

就職希望者に対する最終就職決定率は 94.3％と高

い水準を維持できている。これは、1 年生から進路調

査を実施し適宜面談等を行うことで、学生の就職活

動への意識の向上や、我々の情報把握および具体的

な支援が大きな要因と考えている。 

一方で就職率は高い水準を維持できているが、就

職後早期に退職するケースもみられる。こういった

場合、就職前後で生じている学生と企業側とのギャ

ップが何処にあるのか、それが何なのか等の原因究

明とその解決方法を検討していく必要がある。 

多様化する社会ニーズの中で、接骨院や鍼灸院以

外の就職先の開拓や、社会人の学び直しが推進され

る中で、独立開業支援の更なる充実やシニア層の就

職先の開拓も急務である。 

 

【資格・免許の取得率】 

（総括） 

入学者全員が国家試験に合格することが目標であ

る。そのために最も必要な要素として「自ら学ぶ」を

キーワードとしているが、そのモチベーションを育

む指導方法（個対応）の確立や、仕組みづくり等を検

討し PDCA を回している。 

一つの取組みとして三か年計画がある。これは国

家試験対策を 3 年次から始めるのではなく、受験日

当日から逆算し、入学直後からやるべきことや各学

年の節目に小目標を設定する。結果、三年間全体で国

家試験に合格できる計画を策定・実行し、常に PDCA

【就職率】              

・1 年生から自分の将来像を具体化・逆算し、全体像

を把握しながら今やるべきことを指導していく。 

・卒業後も卒業生と学校との繋がりを継続できる仕

組みづくりを考えていく。 

・企業側との定期的な情報共有の場を設け、就職後の

卒業生の状況把握等を行う。 

・接骨院や鍼灸院だけでなく、ヘルスケア領域など

様々なフィールドで活躍できるよう就職先の開拓を

進める。 

 

【資格・免許の取得率】 

・自ら学べるしくみづくりや、資格取得へのモチベー

ションを育むため、気軽に参加できる放課後学習の

機会を設けていく。体験的学習なども取り入れて、記

憶の定着を強化していく。 

・オフィスアワー制度を導入することで、自習する学

生がいつでも気軽に質問できる環境をつくる。この

取り組みは学習面だけではなく、学生の心の不安に

も寄り添い、結果、モチベーションの維持・向上にも

繋がる。 

・卒業生チューターの導入を促進していく。学生に身

近な存在として指導に当たることができることが大

きなメリットである。 

 

 

【卒業生の社会的評価】 

・卒業生のスキルアップを目的としたセミナーの定

期的に開催できるよう、校友会との連携強化をさら

に図っていきたい。 

・来校機会を増やし、就職後の情報収集に努める。 

【就職率】 

・キャリア支援センターでは、落ち着いて相談できる

個別相談の環境を整備し、気軽に相談できるよう運

営している。 

・キャリア支援委員会を設置し、キャリア・就職支援

に関する問題点の把握やその改善方法などを組織的

に取り組んでいる。 

 

【資格・免許の取得率】 

・入学、進級時のオリエンテーションの充実により、

学生は受験までの全体像を早期に把握し、学習支援

を開始している。また、個別の目標を決め、それを達

成するための計画作りを行っている。クラスが一丸

となって国家試験合格へ向かって行けるように指導

している。 

・定期テストだけでなく実力テストも用いながら、学

生と教員が苦手分野等の情報を共有しながら一緒に

合格までのプランを考えている。 

・アクティブラーニングにより、個々の能動的な学習

態度を育成している。小テストの繰り返しなど、ゲー

ム感覚で振返りをする学びの工夫などもしている。

また、本校独自に開発した LMS により、隙間時間を

活用した繰り返し学習を促進している。 

・3 年生を対象に国家試験対策補習を実施し、学習の

定着や発展を図る。 

・卒業後もいつでも個別相談できるように、学科教員

等が対応している。また、国家試験不合格の卒業生に

対しては、既卒性国試対策の「医専塾」への受講を可

能にしている。 

 

【卒業生の社会的評価】 

・美容鍼灸領域において、美容鍼灸院の院長やセミナ

ー講師など活躍する卒業生が増えている。 
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を回しながら改善に取り組んでいる。 

オフィスアワー制度を導入し、教員が職員室で仕

事をするのではなく、学生の自習スペースで教員が

仕事をし、いつでも学生が質問できる環境を整えて

いる。 

属人的ではなく、組織的な取り組みとなるように、

学習支援体制全体の見直しも行っている。 

 

 

【卒業生の社会的評価】 

（総括） 

著作を持ち、テレビや雑誌等メディアを通じて国民

の健康づくりに寄与したり、スポーツトレーナーや

美容鍼灸の分野等での活躍をしたりしている卒業生

も存在している。 

（課題） 

・卒業生のスキルアップを目的としたセミナーの定

期的に開催すること。 

・鍼灸治療に他の要素を掛け合わせて、特徴を持った

業態や治療法で開業する卒業生が増えている。 

・接骨院等の保険治療ではなく、ヘルスケア領域の社

会ニーズに対応できるスキル UPが求められている。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 15 日 記載責任者 天野 陽介 

森下 友雄 

 

 

4-13 就職率 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の向

上が図られている

か 

□就職率に関する目標設定

はあるか 

□学生の就職活動を把握し

ているか 

□専門分野と関連する業界

等への就職状況を把握して

いるか 

□関連する企業等と共催で

「就職セミナー」を行う等、

就職に関し関連業界等と連

4 ・希望就職率 100％と目標設

定している。 

・入学時にキャリアカードを

提出してもらい、入学の動機

となった進路希望を調査。2

年生には複数回の進路調査

を実施し、面談や就職説明会

参加へと導いている。3 年生

も複数回の進路調査および

クラス担任との情報共有に

・就職後、早期退職し

た場合、本人や企業

側からの報告がない

事もあり、これらを

防ぐ為にも、その把

握が課題である。 

・本校では高校新卒

以外の社会人の比率

が高く、年齢が採用

の妨げになる事も見

・入社後のミスマッ

チを防ぐため、企業

の比較や複数か所の

見学を学生に促して

いく。 

・企業側にも協力し

てもらい、定期的に

卒業生の定着率の調

査をおこなう。 

・年齢を問わず採用
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携しているか 

□就職率等のデータについ

て適切に管理しているか 

より、学生個々の就職活動状

況の把握をしている。 

・就職先は具体的に把握して

おり、その多くが関連業界へ

の就職である。 

・業界との繋がりを作るた

め、「業界フェスタ」と称した

学内合同企業説明会を年 4

回、全学年を対象に開催して

いる。 

・就職率等のデータはキャリ

ア支援センターで集約して

おり、個人情報の取り扱いに

関してはコンプライアンス

を遵守し、活用用途を明確に

して情報提供をしている。 

受けられるため、シ

ニア層の受け入れ先

の開拓を進める必要

がある。 

・開業のために一定

の実務経験が必要と

なったため、開業を

サポートしてくれる

施設（企業）の開拓が

必要である。 

・一定数の学生ニー

ズのある独立開業・

起業支援をさらに充

実していきたい。 

の受け入れをしてい

る施設の開拓をおこ

なう。 

 

       

       

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・できる限り早い時期に進路決定（就職先内定）をして、落ち着いて国家試験の

準備に入るよう指導している。早期進路決定のために、1 年生から参加できる業

界フェスタ(学内合同企業説明会)を年に 4 回開催している。 

・入学者の志向と業界の動向を常に把握しながら、新たな就職先の開拓をするこ

とで、高い就職率の維持に努めている。 

・今後は、健康管理等の分野へも活躍の場を求めるべく企業との連携を進めてい

きたい。 

・独立したスペースをキャリア支援センターとして設置し、落ち着いて相談でき

る環境を整備している。 

・キャリア支援センターでは、就職活動全般の相談、開業や進学支援、就職先の

開拓等を行っている。毎月開催している「キャリア支援委員会」で、キャリア・

就職支援に関する整備を担当している。 

・「キャリア支援委員会」で決定したことを両学科会議で共有し、クラス担任を

通じて学生に伝達されるシステムが作られている。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 8 日 記載責任者 小浜 悠樹 
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4-14 資格・免許の取得率 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許取

得率の向上が図ら

れているか 

□資格・免許取得率に関する
目標設定はあるか 

□特別講座、セミナーの開講

等、授業を補完する学習支援

の取組はあるか 

□合格実績、合格率、全国水

準との比較等行っているか 

□指導方法と合格実績との

関連性を確認し、指導方法の

改善を行っているか 

3 ・「入学者全員が国家試験に

合格する」ことを目標に、入

学時から国家試験受験まで

の各学年・各期の目標を逆算

して作成（三ヶ年計画）・実行

し、「自ら学ぶ」をキーワード

に学習支援に取り組んでい

る。 

・国家試験委員会では新たな

メンバーを配置し、一部の教

員の属人化傾向になりがち

な国家試験対策を、鍼灸・柔

整の教員、そして職員など多

くの視点から議論できる教

学支援の構造に変化させた。 

・過去の国家試験合格実績

と、GPA や実力試験結果との

関連性を確認・分析し、不合

格予備軍（以下、HIT 学生）

を選定し、個別対策をスター

トした。HIT 学生が補講に参

加しないなどが起きた時に

はその原因を検討し、常に

我々自身の指導方法の改善

を意識し、PDCA を回してい

る。 

・国家試験の近年の傾向を分

析・予測し、それぞれの学科

の国試対策委員が中心とな

って対策を立てている。 

・過去問題を研究した学校独

自の問題も日々の学習支援

や実力試験等で活用し、早い

・入学時から学習面

に不安を抱く学生に

対して、学習支援を

行う体制をつくり、

一人一人に寄り添う

環境ができつつあ

る。 

一方で、主体的に学

ぶモチベーションを

育てていく指導方法

（一人ひとりの学生

の個正に合わせた個

への対応）が今後も

一番の課題である。 

・多忙な社会人学生

に対して行う学習支

援が課題である。 

・現在実施している

学習支援の場に、本

来来てほしい学生ほ

ど参加率が低いた

め、支援のあり方、内

容を見直す必要があ

る。 

・学校に通う学生の

様々な生活環境に合

わせた学習支援方法

(ICT の活用など)の

確立に取り組みた

い。 

・学生が主体的に学

ぶ学習支援方法の確

立が課題である。 

・勉強習慣が身に付

くように、授業等の

疑問を教職員、チュ

ーター等に気軽に質

問できる信頼関係の

構築を常に心掛け

る。 

・主体的に学ぶ意識

の向上や、資格取得

へのモチベーション

を育むため、参加し

やすい放課後学習機

会を設け、体験的学

習なども取り入れて

いく。 

・キャリア支援セン

ターと国試対策委員

とが連携して、就職

先の早期内定獲得に

より、資格取得の為

のモチベーション向

上に繋げる。 

・連続して国家試験

不合格となった卒業

生へのサポートとし

て、現役学生の実力

試験や特別講座等へ

の参加ができるよう

に進めていく。 

・学生に身近な存在

として指導に当たる

ことができるため、

卒業生チューターの
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段階で国家試験問題を意識

する工夫をしている。 

・授業開始時のふりかえり小

テストやグループワークを

中心として、能動的に思考す

る能力や、主体的に学び合え

る環境を作っている。 

・卒業生をチューターとして

数多く起用し、HIT 学生への

対応を入念に行った。また、

学生の将来像に近い存在と

して気軽に学習・進路相談が

できる環境づくりを行って

いる。 

・国試対策委員会で、実力試

験結果ごとに学習支援方法

との関連性を分析し、指導方

法の改善の PDCA を常に回

している。学生への声掛けや

ヒアリング等で学生からの

意見を積極的に取り入れて

いる。 

・国家試験三か月前から専任

教員全員で科目を振り分け

学生の追い込み補習を実施

した。 

・国家試験過去問題を難易度

別に振分け、学生の成績レベ

ルに合わせた問題演習の実

施を行った。 

・HIT 学生及び特別試験対象

者に対し、課題を設定し、1 月

から週に3日は学校で勉強を

行わせた。 

・国家試験の約 3 ヶ月前から

校内の教室利用を工夫し、国

家試験勉強が集中して行え

・国家試験不合格と

なった卒業生への学

習面と精神面のサポ

ートに取り組む必世

がある。 

導入を促進する。 

・属人的な国試対策

ではなく、組織的に

取り組める国試対策

の体制を構築する。 
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る自習専用教室を設けた。 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・「入学者全員が免許取得」を目標に、国試対策委員会を結成して、柔整・鍼灸・

職員それぞれの目線で意見を出し合い、学生の動向を見極めながら、常に最善の

対策を心掛け PDCA を回している。入学直後から学習支援を行い、国家試験の

指定科目の学習レベルを高め、年に数回実力試験も行い、成績下位者には個別対

応を行っている。3 年生になるとほぼ毎月模試を行い、現時点での実力を客観

的に評価し、免許取得に向けた PDCA を回している。 

・実力テストや外部模試を参考に合格率の分析を継続している。成績不良者はク

ラス担任を中心に国試対策委員等が個別に学習サポートについている。必要であ

れば校長が面談をし、学生のモチベーション向上を図る。 

・在学中に行う国家試験に向けての学習方略を総合的に整理し、3 か年計画を策

定した。さらに、より一層組織的に取り組めるよう、次年度以降の体制の見直し

を行った。 

・入学時のオリエンテーションの充実により、学力の把握や学習態度を早期に把

握し、学習支援を開始している。また、クラスの目標を決めて、クラスが一丸と

なって国家試験合格への意欲を持てるように指導している。 

・定期テストだけでなく実力テストも用いて、学生と教員が苦手分野等の情報を

共有しながら一緒に合格までのプランを考えている。 

・アクティブラーニングにより、個々の能動的な学習態度を育成している。小テ

ストの繰り返しなど、ゲーム感覚で振返りをする学びの工夫などもしている。ま

た、本校独自に開発した LMS により、隙間時間を活用した繰り返し学習を促進

している。 

・３年生を対象に国家試験対策補習を実施し学習の定着、発展を図る。 

・卒業後もいつでも個別相談できるように、学科教員等が対応している。また、

国家試験不合格の卒業生に対しては、希望者に聴講制度の利用、在校生国試対策

への参加、授業外の特別講座の受講を可能にしている。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 10 日 記載責任者 德江 謙太 

野々山 卓敬  

 

 

4-15 卒業生の社会的評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社

会的評価を把握し

ているか 

□卒業生の就職先の企業、施

設・機関等を訪問する等して

卒業後の実態を調査等で把

握しているか 

□卒業生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業績

等を把握しているか 

3 ・卒業生本人と就職先の双方

から、卒業後の実態をヒアリ

ングしている。 

（企業 54 社、卒業生 52 名に

「資質・能力についてのアン

ケート調査」を実施） 

・卒業生が開業した際は、学

校のホームページに掲載し、

共有できるようにしている。 

・開業する卒業生も少しずつ

・卒業後の実態調査

は実施しているもの

の、卒業生および企

業側とより密に連絡

をとっていく必要性

を感じている。 

・卒業生の社会的評

価向上に向け、卒後

セミナーをおこなう

必要がある。 

・卒業生の開業先等

を訪問することで、

卒業生の実態を把握

し、データベース化

する。 

・校友会による卒後

セミナーを開講し、

卒業生の来校機会を

増やすことで、情報

収集を強化する。 
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増加し、地域医療の担い手と

して活躍している。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・卒業生の中には、著作を持ち、テレビや雑誌等メディアを通じて健康づくりに

寄与する者や、スポーツトレーナーや美容鍼灸の分野など幅広い活躍をしている

卒業生も存在している。 

・卒業生の活躍は関係組織からも報告を受けられるよう、業界との積極的な連携

を働きかけている。 

・卒業後、スポーツトレーナーとして活躍するためのしくみとして、教員・卒業

生からなる NITT（日本医専トレーナーズチーム）を組織している。在校時に

NITT の学生部に所属し、学生チーム・実業団チームなどでスポーツトレーナー

インターンとして活動した経験が、卒業後に生かされている者もいる。 

・美容鍼灸は業界では一般化したが、牽引力となった卒業生が多数おり、院長や

セミナー講師を務めるなど業界をリードしている。 

  
最終更新日付 令和 6 年 7 月 8 日 記載責任者 小浜 悠樹 
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基準 5 学生支援 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・一人ひとりのキャリアを支援することを目的に「キ

ャリア支援センター」を設置している。また、「キャ

リア支援委員会」を設け、学校全体、また卒業生にも

協力いただき支援する体制を整えている。 

・国家資格取得後の目標を明確にできるようなサポ

ートが必要である。 

・学生の変化にいち早く気付けるよう、教職員がそれ

ぞれの立場で学生に接し、常に相談しやすい環境を

整えている。 

・職員による副担任制を採用し、学生情報の円滑な共

有や教職員が連携して学生支援を行っている。 

・学生が出欠席状況を把握できるツール(Web ポータ

ル)を導入し、出欠席の自己管理を促している。 

・高卒新卒や突如退学を申し出る学生に対する事前

予防策を強化していく必要がある。 

・登校時以外でも相談ができる環境づくりを強化し

ていく必要がある。 

・経済的側面の支援体制は、学費の分納制度や公的な

奨学金、教育ローンの案内を行うことにより対応し

ている。 

・健康管理においては、学校保健計画の見直しが必

要。 

・奨学金制度について、手続きに関するフォロー体制

を強化する必要がある。 

・学費の支払いが困難であることに起因した休退学

者への支援体制を強化する。 

・卒業生による母校の評価が、「集まる学校づくり」

には欠かせない要素であると認識している。 

・校友会の活動や取り組みを広めていく必要がある。 

・1 年生からの指導がより重要なため、早い段階で卒

業後の目標を明確にできるよう対応していく。 

・各企業へ学生ニーズを共有し、学校から企業に対し

て、働きやすい環境づくりを提案していく。 

・3 年生に対して、国試勉強に集中できるよう、早期

の進路決定を促していく。 

・学生との接点を少しでも多くすること。 

・学生同士が教えあい、学ぶ力を向上させる取り組み

を強化していく。 

・入学者の入学前情報（学歴・職歴や家庭環境など)

を把握・整理し、中退の「兆し」のある学生を予めピ

ックアップできる態勢を整える。 

・オンラインや問合せフォーム、メール等を活用し、

登校時以外でも相談ができる機会を設ける。 

・オンデマンドを活用した奨学金等の説明動画を配

信するなど、即時情報提供ができるよう体制を整備

していく。 

・経済的理由による休退学や、学費滞納が発生しない

よう、事前に分納や奨学金の相談に応じ、支払計画を

学生と作成する。 

・卒業生に年に 1 回の校友会総会を通じて共有を行

っていく。 

・HP や SNS を活用し、卒業生に向けた情報発信を

校友会と連携しておこなっていく。 

・卒業生が求めているニーズを把握し、プログラムを

組んでいく。 

・学内合同企業説明会には 1 年生から参加可能とな

っており、毎回多くの学生が参加をしている。 

・早期進路決定に向け、1 年生からの就職活動を促

し、各種プログラムを実施しているため、早期に内定

を獲得する意識の高い学生も増えている。 

・担任だけでなく学科全体や職員を巻き込んだ学生

対応をおこなっている。 

・学生同士が教えあい、学ぶ力を向上させる取り組み

をおこなっている。 

・学習面の変化だけでなく、生活面での変化にも注意

し、学生対応を行っている。 

・学生管理システム(infoClipper)を全教職員が操作

でき、学生情報を閲覧できる体制を整えている。 

・学生寮は自己所有していないが、提携寮を紹介する

ことにより、学生のニーズに対応している。 

・課外活動は、人的・費用的な面での支援を行い、学

生が充実した活動ができるよう心がけている。 

・卒業生に対しても、アメリカや中国といった海外研

修の機会を提供している。 

・校友会と連携し、海外研修に対する助成を行い、卒

業生に継続した学びの機会を提供している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 21 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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5-16 就職等進路 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進路

に関する支援組織

体制を整備してい

るか 

□就職等進路支援のための

組織体制を整備しているか 

□担任教員と就職部門の連

携等学内における連携体制

を整備しているか 

□学生の就職活動の状況を

学内で共有しているか 

□関連する業界等と就職に

関する連携体制を構築して

いるか 

□就職説明会等を開催して

いるか 

□履歴書の書き方、面接の受

け方等、具体的な就職指導に

関するセミナー・講座を開講

しているか 

□就職に関する個別の相談

に適切に応じているか 

4 ・学科教員及びキャリア支援

センター職員で構成された、

キャリア支援委員会を設置

し、情報共有する体制を整え

ている。 

・「業界フェスタ」と称した学

内合同企業説明会を年 4 回、

実施している。 

・履歴書作成講座や面接対策

講座を実施している。 

・卒業生に協力いただき、実

際の就職活動の話から現在

の仕事内容などを話しても

らう「卒業生講話」を実施し

ている。 

・学校に通う目的が

国試合格や資格取得

の学生も少なくない

ため、資格取得後の

目標を明確にできる

ようサポートが必要

である。 

・卒業後すぐの開業

が難しいため、開業

を目指す学生には、

それを見据えた就職

指導が必要となる。 

・国家試験の勉強と

就職活動の両立が難

しい学生への対応・

対策も課題である。 

・1 年生からの指導

がより重要なため、

早い段階で卒業後の

目標を明確にできる

よう対応していく。 

・各企業へ学生ニー

ズを共有し、学校か

ら企業に対して、働

きやすい環境づくり

を提案していく。 

・3 年生に対して、国

試勉強に集中できる

よう、早期の進路決

定を促していく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・就職指導にとどまらず一人一人のキャリアを支援することを目的に「キャリア

支援センター」を設置している。また、「キャリア支援委員会」を設け、学校全

体で支援する体制を整えている。 

・卒業生にも協力いただき、学生自身がキャリアを考えていけるような取り組み

を進めている。 

・学生のニーズが多様化するにつれ、早期にそのニーズを把握し、個別に対応す

ることが必要である。 

・学内合同企業説明会には 1 年生から参加可能となっており、毎回多くの学生が

参加をしている。 

・早期進路決定に向け、1 年生からの就職活動を促し、各種プログラムを実施し

ているため、早期に内定を獲得する学生も増えている。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 8 日 記載責任者 小浜 悠樹 
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5-17 中途退学への対応 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の低

減が図られている

か 

□中途退学の要因、傾向、各
学年における退学者数等を把
握しているか 

□指導経過記録を適切に保

存しているか 

□中途退学の低減に向けた

学内における連携体制はあ

るか 

□退学に結びつきやすい、

心理面、学習面での特別指

導体制はあるか 

4 ・クラス担任は、学科および

事務局と連携し、出席や成績

不良の学生の把握を行い、適

宜面談や補習を行うことで

退学者減少に努めている。ま

た、非常勤講師にも、授業等

で気になった点を報告して

もらうことで、学生の変化に

いち早く気付けるような体

制を構築している。 

・中退率削減委員会を組織

し、メンバーが対応策を検討

し、学科に働きかけを行って

いる。 

・毎週の出席状況を把握し、

毎月経営会議にて共有を行

い、欠席の目立つ学生は面談

の上、指導を実施している。 

・成績不良者への放課後の学

習サポートを充実させ、学習

機会の増加に努めている。 

・退学者の中でも 1

年生の高校新卒者の

退学が目立つため、

早期の対応・対策が

必要である。 

・教職員が予期して

いなかった学生が突

如退学を申し出るケ

ースもあり、潜在的

に中退の可能性があ

る学生の把握に努め

ていく必要がある。 

・学生との接点を増

やし、中退の兆しを

早期に拾い上げ対応

していく。 

・学生同士が教えあ

い、学ぶ力を向上さ

せる取り組みを強化

していく。 

・入学者の入学前情

報（学歴・職歴や家庭

環境など)を把握・整

理し、中退の「兆し」

のある学生を予めピ

ックアップできる態

勢を整える。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学生の変化にいち早く気付けるよう、学生との接点を増やし、また担任だけで

なく、学科全体および教職員間の情報共有・連携を密におこなっている。 

・欠席超過に伴う単位未修得により、モチベーションの低下を招き、退学に繋が

るケースを削減するため、学生の出欠席状況を日々把握している。また、学生自

身が出欠席状況を把握できるツール(Web ポータル)を導入し、出欠席の自己管理

を促している。 

・一方で高校新卒者や突如退学を申し出る学生に対する予防策を強化していく

必要がある。 

・担任だけでなく学科全体、職員を巻き込んだ学生対応をおこなっている。 

・学生同士が教えあい、学ぶ力を向上させる取り組みをおこなっている。 

・学習面の変化だけでなく、生活面での変化にも注意し、学生対応をおこなって

いる。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 8 日 記載責任者 小浜 悠樹 
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5-18 学生相談 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談に

関する体制を整備

しているか 

□専任カウンセラーの配置

等相談に関する組織体制を

整備しているか 

□相談室の設置等相談に関

する環境整備を行っている

か 

□学生に対して、相談室の利

用に関する案内を行ってい

るか 

□相談記録を適切に保存し

ているか 

□関連医療機関等との連携

はあるか 

4 ・クラス担任を中心に、学習

や学校生活等の個別面談を

実施しシステムに記録。 

・学生との接触機会の増化や

担任業務の負担軽減と属人

化を防ぐため、職員による副

担任制を導入。 

・登校時以外の相談窓口とし

てメールでの問合せ窓口を

設置。 

・学生が心身の健康相談を行

えるよう、カウンセリングサ

ービスを契約。 

・目的に応じた相談

窓口の明確化が必要

である。 

・登校時以外でも相

談ができる環境づく

りが必要である。 

・学生のポータルサ

イトを活用し、目的

に応じた相談窓口を

明示する。 

・オンラインや問合

せフォーム、メール

等を活用し、登校時

以外でも相談ができ

る機会を設ける。 

 

5-18-2 留学生に対

する相談体制を整

備しているか 

□留学生の相談等に対応す

る担当の教職員を配置して

いるか 

□留学生に対して在籍管理

等生活指導を適切に行って

いるか 

□留学生に対し、就職・進学

等卒業後の進路に関する指

導・支援を適切に行っている

か 

□留学生に関する指導記録を
適切に保存しているか 

3 ・留学生の在籍管理に関する

職員を選任し、在留資格や期

間の管理、各種届出について

の指導を行っている。 

・卒業後は就業することが事

実上難しいため、進学等特別

な事情がない限り帰国する

よう指導している。 

・適時留学生と面談し、その

記録を残している。 

・日本人学生と同様

に学習面において苦

労する留学生もいる

ことから、継続した

学習支援が必要であ

る。 

・日本人学生と同様

に、少人数での学習

支援の機会を設け

る。また、外国人の先

輩学生が学習支援を

行えるような機会も

検討していく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・クラス担任と職員による副担任とで学生情報を円滑に共有している。 

・登校時以外にも相談ができる窓口を設置している。 

・留学生の在籍管理は職員を選任し、適切に行っている。 

・学生管理システムを全教職員が操作でき、学生情報を閲覧できる体制としてい

る。 

・学生が心身の健康相談を行えるよう、メンタルカウンセラーと契約をしてい

る。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 8 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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5-19 学生生活 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経済

的側面に対する支

援体制を整備して

いるか 

□学校独自の奨学金制度を整
備しているか 
□学費の減免、分割納付制度
を整備しているか 
□大規模災害発生時及び家
計急変時等に対応する支援制
度を整備しているか 
□全ての経済的支援制度の利
用について学生・保護者に十
分情報提供しているか 
□公的支援制度も含めた経済
的支援制度に関する相談に適
切に対応しているか 
□全ての経済的支援制度の利
用について実績を把握してい
るか 

4 ・学校独自の特待生制度、在

校生奨学生制度を整備して

いる。 

・有資格者コース・ダブル資

格取得制度など、キャリアア

ップを目指す学生を支援す

る制度について、ホームペー

ジやオープンキャンパスの

機会を積極的に活用し、入学

検討者への周知を行った。 

・学費は一括納入を原則とし

ているが、手続きにより分割

納入も可能としている。 

・学費担当は、大規模災害時

及び家計急変時には日本学

生支援機構奨学金制度につ

いて学生に情報を提供して

いる。 

・奨学金や教育ローンについ

ての情報提供や相談、利用実

績の把握は行っているが、地

方自治体の公的支援制度に

ついての利用実績は把握し

ていない。 

・日本学生支援機構

の奨学金制度につい

て、在校生に広く周

知するとともに手続

きに関するフォロー

ができる体制を強化

していく必要があ

る。 

・学費の支払いが困

難であることに起因

した休退学者への支

援体制を強化する必

要がある。 

・オンデマンドを活

用した奨学金等の説

明動画を配信するな

ど、学生が知りたい

と思ったタイミング

で即時情報提供がで

きるよう体制を整備

していく。 

・経済的理由による

休退学や、学費滞納

が発生しないよう、

事前に分納や奨学金

の相談に応じ、支払

計画を学生と作成す

る。 

 

 

5-19-2 学生の健康

管理を行う体制を

整備しているか 

□学校保健計画を定めている
か 
□学校医を選任しているか 
□保健室を整備し専門職員を
配置しているか 
□定期健康診断を実施して記
録を保存しているか 
□有所見者の再健診について
適切に対応しているか 
□健康に関する啓発及び教育

4 ・学校保健計画が未整備であ

る。 

・保健室を整備しているが、

専門職員は配置していない。 

・毎年健康診断を実施し、記

録を保存している。有所見者

に対しては、書面で再検査を

指導している。 

・健康に関する教育は授業内

・学校保健計画が未

整備なため策定する

必要がある。 

 

・学校保健計画を定

める。 
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を行っているか 
□心身の健康相談に対応する
専門職員を配置しているか 
□近隣の医療機関との連携は
あるか 

で行っている。 

・学生が心身に関する健康相

談を行えるよう、カウンセラ

ーと契約しいつでも学生が

相談できる体制を整備して

いる。 

・近隣の医療機関とは連携し

ていないが、新型コロナウイ

ルス感染症対策に関しては、

非常勤講師の医師(内科医)に

適宜相談し指導を仰いでい

る。 

・登校へ不安がある学生から

の相談について、教職員が連

携を図り対応している。 

・ポスター掲示を通じて、 

健康的な生活を送ることが

できるよう啓発活動を行っ

ている。 

5-19-3 学生寮の設

置等生活環境支援

体制を整備してい

るか 

□遠隔地から就学する学生

のために寮を整備している

か 

□学生寮の管理体制、委託業

務、生活指導体制等は明確に

なっているか 

□学生寮の数、利用人員、充

足状況は、明確になっている

か 

4 ・自宅外通学生の割合は少な

いが、「東仁学生会館」、「学生

情報センター」、「共立メンテ

ナンス」と提携することで学

生寮を確保している。 

・遠隔地から就学する入学希

望者に対して、学生寮の紹介

を行っている。また、適宜利

用状況等を把握している。 

・学生寮以外に、学生専用マ

ンションや家具付き・食事付

き学生マンション等も選択

できるよう、「毎日コムネッ

ト」と提携している。 

・生活指導は、クラス

担任・副担任が行っ

ているが、寮との連

携をとっていく必要

がある。 

・契約先と連携して

学生の状況を把握す

る。 

 

5-19-4 課外活動に

対する支援体制を

整備しているか 

□クラブ活動等の団体の活

動状況を把握しているか 

□大会への引率、補助金の交

4 ・令和 5 年にサッカー部が新

設され、現在部活動は 3 団体

が組織されている。各団体へ

・大会出場や部活動

新設に伴い、人的・費

用的な面での支援が

・各部活の年間活動

計画を元に、教職員

の業務分担や、生徒
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付等具体的な支援を行って

いるか 

□大会成績等実績を把握し

ているか 

は活動費の補助や道場等の

施設の貸出しを行っている。 

・部活動顧問には専任の教員

がつき、年に 1 回活動報告書

の提出を義務付けている。 

・課外活動（部・同好会活動）

規程の整備を行い運用して

いる。 

より必要となる。 活動補助予算の見直

しを行っていく。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学生の経済的側面の支援体制は、学費の分納制度や公的な奨学金、教育ローン

の案内を行うことにより対応している。また、「緊急採用・応急採用」制度を紹

介し利用を進める等、経済的困窮を理由とした中途退学が生じないよう最大限配

慮している。 

・健康管理については、法令で定められた健康診断を実施している。 

・課外活動の活性化が、学生の勉強へのモチベーションや学生生活の満足度向上

に成果を上げている。 

・学生寮は自己所有していないが、提携寮や提携マンションを紹介することによ

り、学生のニーズに対応している。 

・課外活動は、人的・費用的な面での支援を行い、学生が充実した活動ができる

よう心がけている。今後、新たな部活動の新設も検討している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 山田 詩子 
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5-20 保護者との連携 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者との

連携体制を構築し

ているか 

□保護者会の開催等、学校の

教育活動に関する情報提供

を適切に行っているか 

□個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を適切

に保存しているか 

□学力不足、心理面等の問題

解決にあたって、保護者と適

切に連携しているか 

□緊急時の連絡体制を確保

しているか 

4 ・学校と家庭が連携して学生

をサポートできるよう、入学

時に保護者会を開催し、学生

生活や学習の支援体制を共

有している。 

・出席状況・成績を保護者が

WEB 上で確認できるシステ

ムを導入している。 

・学力不足、心理面等の問題

解決にあたって、各担任が保

護者と迅速に連絡をとりあ

いサポートしている。 

・学生の学校での様

子について保護者に

より関心を持ってい

ただくために、より

効果的な情報共有を

実施していく必要が

ある。 

・保護者が簡単に学

校の取り組みや学生

の学校での様子を確

認できるような情報

共有のしくみづくり

を検討する。 

・保護者からも気軽

に相談できる方法の

検討を進めるため、

他校の取り組みや状

況について情報収集

を行う。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・柔道整復学科昼間部に関しては新卒（高校卒業）の入学者が多く、保護者との

連携が重要である。出席や成績の状況に応じて、クラスの担任・副担任より、保

護者へ報告・連絡・相談を適宜行っているが今後は、保護者側からも気軽に相談

できる方法など、さらに緊密な協力体制を検討する必要がある。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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5-21 卒業生・社会人 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生への

支援体制を整備し

ているか 

□同窓会を組織し、活動状況

を把握しているか 

□再就職、キャリアアップ等

について卒業後の相談に適

切に対応しているか 

□卒業後のキャリアアップ

のための講座等を開講して

いるか 

□卒業後の研究活動に対す

る支援を行っているか 

3 ・卒業生及び教職員で構成さ

れる校友会を組織している。

校友会役員には学校教職員

も含まれており、活動状況が

把握できる状況にある。 

・卒業後でも希望者には、キ

ャリア支援センターで支援

を実施している。 

・図書室や教室・実技室を利

用可能とし、研究活動の設備

面での支援を行っている。 

・校友会より、研究活動にお

ける資金助成を実施してい

る。 

・鍼灸学科では、卒業後の臨

床力強化のための教育プロ

グラムを実施している。 

・校友会の活動や取

り組みを広めていく

必要がある。 

・研究助成制度の認

知度が低く、告知が

必要である。 

・卒業後のアップス

キリングを支援する

プログラムの拡充に

取り組んでいきた

い。 

・卒業生に年に 1 回

の校友会総会を通じ

て共有をおこなって

いく。 

・HP や SNS を活用

し、卒業生に向けた

情報発信を校友会と

連携しておこなって

いく。 

 

 

5-21-2 産学連携に

よる卒業後の再教

育プログラムの開

発・実施に取組んで

いるか 

□関連業界・職能団体等と再

教育プログラムについて共

同開発等を行っているか 

□学会・研究会活動におい

て、関連業界等と連携・協力

を行っているか 

3 ・卒業生と教員からなる

NITT（日本医専トレーナー

ズチーム）を組織しており、

プロバスケットボールチー

ム、大学アメフト等に対する

トレーナー活動をおこなっ

ている。 

・課外授業の一環として、適

宜、業界で活躍する方に講師

として招聘し、特別講座を開

催している。 

・校友会と連携して

具体的なプログラム

開発に取り組む必要

がある。 

・デュアル教育シス

テムの導入に向けて

具体的に取り組んで

いきたい。 

 

・卒業生が求めてい

るニーズを把握し、

プログラムを組んで

いく。 

 

5-21-3 社会人のニ

ーズを踏まえた教

育環境を整備して

いるか 

□社会人経験者の入学に際
し、入学前の履修に関する取
扱いを学則等に定め、適切に
認定しているか 
□社会人学生に配慮し、長期

4 ・医療系有資格者や既に修得

した科目については履修免

除制度が適用できる。 

・社会人学生の多い夜間部に

対しても昼間部同様、実技室

・長期履修制度等の

導入について、社会

人のニーズに合致す

るかどうかも含め、

検討を行う必要があ

・長期履修制度は導

入していないが、校

友会との連携強化を

図り、卒業生対象の

セミナーを実施する
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履修制度等を導入しているか 
□図書室、実習室等の利用に
おいて、社会人学生に対し配
慮しているか 
□社会人学生等に対し、就職
等進路相談において個別相談
を実施しているか 

開放や補習をおこない、技術

と知識を高める対策をおこ

なっている。 

・社会人学生に対しても、ク

ラス担任とキャリア支援セ

ンターが協働して個別相談

を実施している。 

る。 ことで、学びの更な

る充実に努める。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・新入生の確保が厳しくなる状況の中で、卒業生による母校の評価が、「集まる

学校づくり」には欠かせない要素であると認識している。 

・キャリア支援センターでは、卒業生に対してもキャリア支援をおこなってお

り、卒業生からは、卒業生講話、卒業生の治療院見学など協力を得ている。 

・校友会との連携を強化し、卒業後の学びの充実を図り、卒業生のための支援を

強化していく。 

・卒業生に対しても、アメリカや中国への海外研修の機会を提供している。 

・校友会と連携し、海外研修に対する助成を行い、卒業生に継続した学びの機会

を提供している。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 8 日 記載責任者 小浜 悠樹 

 

基準 6 教育環境 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・施設設備は、専門学校設置基準及び柔道整復師養成

施設設置基準、はり師きゅう師養成施設設置基準に

適合するよう整備を行っている。また、法令を順守し

つつ、適切な設備となるよう点検を実施している。 

・学生数の増加や建物の劣化に伴う修繕や改装につ

いて、中長期的に計画を立てて取り組んでいきたい。 

令和 3 年度には一部校舎の大規模移転を実施し、臨

床実習施設及び学生の自習スペースの拡充を、令和 4

年度は内壁補修工事のほか、女性用トイレ 3 か所の

改修工事を行った。令和 5 年度は、本校舎教室照明

の全 LED 化、A 棟屋上および側壁の防水工事、学生

面談室等の補修工事を行ったほか、回路調査の実施

により、ネットワーク配置図および電気回路図を最

・学生数の増加に伴い、限られたスペースを有効活用

できるよう、抜本的に検討をおこなう必要がある。ま

た、経年劣化に関しては、中期長期での修繕計画を立

案し実施する必要がある。令和 6 年度より、男子ト

イレの改修、B 棟屋上防水加工、共用部 LED 電球へ

の切り替え等を順次実施していく。 

・海外研修の制度を充実させつつ、更なる研修地の検

討に向けて情報収集を進めていく。 

・在校生だけではなく、卒業生に対する中国留学研修

等、グローバルキャリア育成にむけた新たな海外研

修先の開拓を、校友会・附属治療院・ゼミ等とも連携

し、実施していく。 

・「臨床実習」については、対象学年の拡大に伴い、

・柔道整復学科は、University of Central Florida、

IMG Academy 等でのアメリカ・フロリダ研修を、鍼

灸学科は上海中医薬大学および関連施設での中国研

修を実施している。各学科の 1，2 年生の成績優秀者

各 4 名を在校生奨学生として選定し、学校が研修経

費を負担し、学生を支援している。 

・令和 5 年度には両学科を対象とした台湾研修を新

設した。長庚大学・中国医薬大学で行われた初年度の

研修には、計 19 名が参加した。 

・平成 30 年度のカリキュラム変更により、臨床実習

の時間数が増大している。それに伴い「臨床実習指導

者講習会」を主幹し、受入企業の拡大を図っている。 

・令和 2 年度に、耐震対策として、大規模外壁修繕
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新のものに更新した。 

・コロナ禍で渡航が見合せとなっていたが、令和 5 年

度より柔道整復学科のフロリダ・トレーナー研修を

再開した。鍼灸学科の中国研修は受入先都合により

再開見合せとなったが、上海中医薬大学教授を招聘

して行う中医学セミナーは対面開催が再開された。

また両学科を対象とした台湾研修が新設された。 

・平成 30 年度のカリキュラム変更に伴い、柔道整復

学科は施術所・整形外科・介護施設での実習内容を再

構築し、鍼灸学科昼間部は 2 年生、夜間部は 1 年生

から付属の治療院への見学及び実習を組み込んでい

る。 

・柔道整復学科の臨床実習に関しては、実習目的や内

容、諸プログラムについての整備をおこないルール

を策定した。さらにガイドラインに基づいた諸資料

を完成させ、円滑でわかりやすい実習の実施及び学

生の評価に繋げた。また外部実習施設に対しての説

明会を実施し、実習目的や内容に対して共通認識を

もって取り組めるようにした。 

・防災に関しては、法令に基づいた点検等を実施する

ことにより施設設備の安全を担保している。教職員・

学生での災害を想定した避難訓練を行っている。 

・平成 29 年度に発足した事故対策委員会では、定期

的に事故の発生状況を共有し、あらゆる事故の発生

時に対応したフロー・マニュアルを整備、事故を未然

に防ぐことに寄与している。 

受入企業の更なる増強が必要である。 を実施し、有事の際の対策を講じた。 

・令和 3 年度より、各校舎に学生用 Wi-fi を設置し、

インターネット環境の整備を行った。また臨床教育

施設として、NITT スポーツ鍼灸院を新たに開設し

た。 

・令和 4 年度に、臨床教育施設として美容鍼灸サロ

ン Acure を本校舎内に開設した。また卒業生の独立

開業支援の一環として、敬心鍼灸院において卒後研

修を開講した。 

・同じく令和 4 年度に、オンライン授業の環境拡充

のため、インタラクティブボード MAXHUB（電子黒

板）を本校舎の一部教室に導入した。校友会からの寄

贈協力もあり、令和 5 年度には普通教室 計 8 教室

全てに配備された。 

・有事に備え、令和 4 年度に防災用備蓄の入替を行

った。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 山田 詩子 

 

 

6-22 施設・設備等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

6-22-1 教育上の必

要性に十分対応し

た施設・設備・教育

□施設・設備・機器類等は設

置基準、関係法令に適合し、

かつ、充実しているか 

3 ・養成施設の指定規則及び専

門学校設置基準に基づき整

備している。 

・建物老朽化に伴う

不具合の補修計画を

策定・実行する。 

・校舎建築は平成 4

年の竣工から既に 30

年以上経過し、老朽

・養成施設設置基準 

・専門学校設置基準 
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用具等を整備して

いるか 

□図書室、実習室等、学生の

学習支援のための施設を整

備しているか 

□図書室の図書は専門分野

に応じ充実しているか 

□学生の休憩・食事のための

スペースを確保しているか 

□施設・設備のバリアフリー

化に取組んでいるか 

□手洗い設備等学校施設内

の衛生管理を徹底している

か 

□卒業生に施設・設備を提供

しているか 

□施設・設備等の日常点検、

定期点検、補修等について適

切に対応しているか 

□施設・設備等の改築・改修・

更新計画を定め、適切に執行

しているか 

・専門学校設置基準や厚生労

働省養成施設の指定規則、特

定建築物定期調査、その他公

的基準に定められた規定を

順守するとともに、適切なメ

ンテナンスを実施している。 

・清掃業務を委託し、平日及

び土曜の規定時刻に実施し

ている。 

・校舎移転に伴い、臨床教育

施設、図書室、学生自習スペ

ースの拡充を行った。 

・衛生環境整備のため、トイ

レ改修工事や屋上防水工事

等、大規模な校舎補修工事を

計画的に行っている。 

・コロナ禍で当面見合わせて

いたが、令和 5 年度より卒業

生や外部関連団体への教室

貸出を再開した。 

 

・学生の学習環境の

整備及び教職員の業

務遂行の円滑化のた

め、校内のインター

ネットの安定提供を

行う。 

化に伴う不具合が生

じてきている。策定

した修繕計画におい

て優先度の高い施設

設備を選定し、順次

実行していく。 

・活用書類/保管書類/

保存書類に現資料を

区分けした上でデー

タ化を呼びかけ、書

類削減をめざす。 

・インターネット環

境整備のため、学園

本部と連携しつつ計

画を策定する。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・各行政機関の現地調査は適宜行われ、改善点や不足、不具合等があれば随時対

応している。校舎建築にて生じている老朽化に伴う不具合について改修計画を実

行するとともに、日常的な補修についても適宜適切に対応している。 

・専門学校設置基準のみならず、厚生労働省の指定養成施設設として、法に定め

られた養成施設設置基準を順守している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 山田 詩子 
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6-23 学外実習、インターンシップ等 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、イ

ンターンシップ、海

外研修等の実施体

制を整備している

か 

□学外実習等について、意義

や教育課程上の位置付けを

明確にしているか 

□学外実習等について、実施

要綱・マニュアルを整備し、

適切に運用しているか 

□関連業界等との連携によ

る企業研修等を実施してい

るか 

□学外実習について、成績評

価基準を明確にしているか 

□学外実習について実習機

関の指導者との連絡・協議の

機会を確保しているか 

□学外実習等の教育効果に

ついて確認しているか 

□学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させている

か 

□卒業生・保護者・関連業界

等、また、学生の就職先等に

行事の案内をしているか 

4 【柔道整復学科】 

・臨床実習では、学年毎の学

修状況と並行し学外実習を

位置付け、施術所・整形外科・

介護施設での実習内容を組

み立てている。 

・臨床実習では共通ルールを

見直し、施設毎にマニュアル

を整理し、実施した。 

・授業外にて関連業界のセミ

ナーの開催、フロリダ海外研

修によるトレーナー研修を

実施した。 

・臨床実習では、ルーブリッ

ク評価表を用いて評価を依

頼し、学生へフィードバック

できるように環境整備して

いる。 

・臨床実習前後に各企業と話

し合う場を設け、企業と学生

双方からの意見を共有した。 

・臨床実習、海外研修では学

生からアンケートを回収し、

課題発見に努めた。 

・日本医専メディカルトレー

ナー専門組織に所属する学

生(NITT 学生部)のインター

ン派遣先を拡充し、より多く

の学生が現場体験できる機

会を設けた。 

【鍼灸学科】 

2 年生から 3 年生の臨床実

習は本校の付属敬心鍼灸院

【柔道整復学科】 

・実習指導者との意

見交換会を充実さ

せ、指導・評価内容、

方法等の改善をして

いく必要がある。 

・各分野の実習施設

の拡充を行い、学生

が学びやすい環境を

開拓する。 

・実習施設との情報

共有や連絡環境、指

導者との連携方法を

整備する。 

 

【鍼灸学科】 

患者数は確保するこ

とができたものの、

病症例はまだ少な

く、今後どのように

増やしていくかが課

題である。 

【柔道整復学科】 

・アンケート回答を

意見交換会にて公開

し、現状の把握と改

善点を精査する。 

・本校キャリア支援

センターと連携し、

各施設の拡充を目指

す。 

 

【鍼灸学科】 

様々な病症を治療で

きる教員を育成する

とともに、附属治療

院の HP・チラシに鍼

灸の適応症を掲載す

るなど、病床例の数

を増やす取組みを行

う。 
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で実施している。 

患者に対する臨床実践を通

して、鍼灸臨床に携わる者と

しての態度・習慣、ならびに

基本的な臨床能力を養い、体

験型から診療参加型へと段

階的に実施している。 

教員と実習生は教育目標・

一般目標・行動目標・各段階

の学習方略を共有した上で

臨床実習に臨んだ。 

臨床実習患者の確保のた

め、HP とチラシなどで広報

活動を行った。 

コロナ禍での密を避けるた

め、毎回の臨床実習は各クラ

スの学生を 5 班に分け、更に

各班を半分対面、半分 ZOOM

とした。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【柔道整復学科】 

・本年度の学外臨床実習は、全て予定通り行うことができた。 

・カリキュラム移行期で、日程調整に苦戦はしたものの、円滑に実習を実施する

ことができた。 

・フロリダ海外研修が再開され、学生 12名が参加した。 

【鍼灸学科】 

・昨年の臨床実習は本校付属敬心鍼灸院で実施した。医療面接から施術、生活指

導などを体験、実施し、学習することができた。 

・海外研修は、台湾研修（長庚大学および中国医薬大学）を 2023 年度初めて開

催した。 

【柔道整復学科】 

・外部接骨院実習ではあらゆる特徴をもった実習施設と提携し、学生の要望先を

優先して実施している。 

・海外研修は University of Central Florida、IMGAcademy、他 4 施設を訪問し

た。 

【鍼灸学科】 

・従来から実施していた中国上海研修はコロナ禍の影響で 2023 年度も中止し

た。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 青木 春美 

伊藤 恵里 
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6-24 防災・安全管理 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-1  防災に対

する組織体制を

整備し、適切に運

用しているか 

□学校防災に関する計画、

消防計画や災害発生時に

おける具体的行動のマニ

ュアルを整備しているか 

□施設・建物・設備の耐震

化に対応しているか 

□消防設備等の整備及び

保守点検を法令に基づき

行い、改善が必要な場合は

適切に対応しているか 

□防災（消防）訓練を定期的
に実施し、記録を保存して
いるか 

□備品の転倒防止等安全

管理を徹底しているか 

□教職員・学生に防災研

修・教育を行っているか 

3 ・既存の災害発生時の危

機管理マニュアルを教

職員に周知し、各教室に

設置済である。 

・建物の定期調査、消防

設備等の点検調査を定

期的に行い、問題のある

箇所について順次改善

をおこなっている。 

・転倒防止対策の他に避

難経路確保のために通

路にものを置かないよ

うに注意喚起している。 

・令和 4 年度に学生およ

び教職員用に防災備蓄

の総入替を行った。 

・コロナ禍により避難訓

練等が実施できない期

間が続いたため、令和 5

年度に避難経路周知の

ための動画を作成し、学

生にも共有した。 

今後は、 

・マニュアルの更新 

・避難経路の周知 

・防災用品の整理、備蓄

品の在庫確認 

に取組んでいく必要が

ある。 

・現状に則したマニュ

アルに更新すべく、事務

局が中心となり、教員と

協力して情報収集を行

う。 

・避難訓練の実施、また

は避難経路周知動画が

より学生・教職員間に浸

透するよう、共有方法の

見直しを行う。 

・防災用品や備蓄品の

置き場所を全教職員が

把握できるように学内

会議等で共有する。 

・防災計画 

・建物定期調査報告書 

6-24-2  学内にお

ける安全管理体

制を整備し、適切

に運用している

か  

□学校安全計画を策定し

ているか 

□学生の生命と学校財産

を加害者から守るための

防犯体制を整備し、適切に

運用しているか 

□授業中に発生した事故等
に関する対応マニュアルを
作成し、適切に運用している
か 

3 ・事故対策マニュアル・

フローを策定している。 

・女子学生更衣室に暗証

番号付鍵を設置し、男子

更衣室の前に監視カメ

ラを設置することで、侵

入者を常に監視できる

体制を整えている。 

・校門及び学生共有スペ

ースに監視カメラ・ポス

・事故を未然に防ぐ活動
を検討する必要がある。 
・事故対策委員会にて作
成した事故発生時のフロ
ー・マニュアルを、専任教
員・職員だけでなく非常
勤講師までに普及・共
有、徹底することが引き続
き課題である。 
・校舎移転に伴って拠点
が増えたので、各校舎か

・事故発生時のマニュ

アルの内容を見直し、さ

らに明確かつ詳細なも

のとする。リスクマネジ

メントに対する学内体

制の見直しと優先順位

の高い案件に関する対

応マニュアルを作成す

る。 
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□薬品等の危険物の管理に
おいて、定期的にチェックを
行う等適切に対応している
か 

□担当教員の明確化等学

外実習等の安全管理体制

を整備しているか 

ターを設置し、外部の侵

入者を常に監視できる

体制を整備している。防

犯体制の強化にむけて 

令和 6 年度に事務局窓

口および正門～教室へ

の動線上に監視カメラ

の増設を検討している。 

・授業中や課外活動中の

事故抑止のため、事故対

策委員会を設け、未然防

止や再発防止に取り組

んでいる。 

・薬品や教育備品の管理

担当を設け担当者が責

任を持って管理を行っ

ている。 

・学外臨床実習調整者を

担当として設け、指導目

的等に齟齬が無いよう

に説明会を行っている。

責任者間で学生情報の

共有を行い、実習時のト

ラブルを減らせるよう

に努めている。また、学

生に対して学校保険の

加入、誓約書の提出、実

習前教育を行い、外部実

習を行うにあたっての

準備を整えている。 

らの避難経路・緊急連絡
体制を確認する必要があ
る。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・授業中の事故防止策について、専任教員だけでなく非常勤講師も同じ目線で取

り組むことが必要である。 

 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 山田 詩子 



 

50 

基準 7 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学校は、東京都専修学校各種学校協会に加盟し、同

協会の定めたルールに基づいた募集開始時期、募集

内容を順守している。また、適正な学生募集を推進す

るため、入試広報委員会を設置し、広報活動や入試制

度について議論、承認を得る体制を構築している。 

・広報に関しては、各種媒体、入学案内冊子（パンフ

レット・募集要項）、説明会への参加やホームページ・

SNS を活用し、カリキュラムやゼミ活動など教育内

容等を正しく知ってもらうように努めている。 

・入学選考に関しては、スケジュールを募集要項に明

示し、決められた日程に実施している。また、入試終

了後は、学科長、入試広報委員長により、選考書類、

面接結果をチェックし合否判定を行っている。総合

型選抜では面談質問項目について、本校のアドミッ

ションポリシーに基づき、面談評価表、評価方法シー

ドに従って総合的に合否を判断しており、入試広報

委員会および経営会議では、常に検討・改善を行い、

公正で適切な入試選考となるように毎年見直しを行

っている。 

・学納金に関しては、本校独自の多様な学費減免制度

があるため、学費減免額の一覧表や各減免制度の併

用可否がわかる早見表を作成し、志願者にとってわ

かりやすくなるよう努めている。         

・遠方に在住する志願者の受験機会の損失を防ぐた

め、面接試験は来校型とオンライン型の選択式を採

用している。 

・部活動（サッカー部・野球部）を創部し、高校の部

活動への出張授業やトレーナー活動を実施すること

で、柔道整復師・鍼灸師の職業理解の機会に繋げてい

る。 

・高校生への職業理解の促進、認知拡大のため、今年

度創部した部活動を主体に高校の部活動への出張授

業やトレーナー活動の実施校を増やしていきたい。 

・入学者選抜の面談時の確認事項（実技授業や学校生

活において配慮が必要なこと等、合否に関わらない

事項）について、令和 6 年 4 月より義務化された合

理的配慮をふまえ、多様な学生が入学後に安心して

学校生活を送れるよう、内容の見直しをおこなう必

要がある。 

・高校の部活動指導者（監督・コーチ）等との連携を

強化し、高校生へのトレーナーワークショップなど

を通じて柔道整復師・鍼灸師の仕事を体感できる機

会を増やしていく。 

・入学者選抜における確認事項の明確化のため、両学

科や教学支援グループへのヒアリングをおこない、

入学者選抜の面談時に注意すべきポイントについて

教職員に周知し、改善をおこなっていく。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 相馬 しのぶ 
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7-25 学生募集活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校等

接続する教育機関

に対する情報提供

に取組んでいるか 

□高等学校等における進学

説明会に参加し教育活動等

の情報提供を行っているか 

□高等学校等の教職員に対

する入学説明会を実施して

いるか 

□教員又は保護者向けの「学

校案内」等を作成しているか 

3 ・学園の高校訪問部隊と高校

訪問リストやオープンキャ

ンパス参加者の情報を共有

し、高等学校の教職員への適

切な情報提供をおこなって

いる。 

・高校生向けのオープンキャ

ンパス、個別進路相談会等を

随時開催し、進路選択におい

て高校生が求める情報を提

供できるよう努めている。 

・部活動（サッカー部・野球

部）を創部し、高校の部活動

への出張授業やトレーナー

活動を実施することで、柔道

整復師・鍼灸師の職業理解の

機会に繋げている。 

・高校生への職業理

解の促進、認知拡大

のため、高校の部活

動への出張授業やト

レーナー活動の実施

校を増やしていく必

要がある。 

・高校の部活動指導

者（監督・コーチ）等

との連携を強化し、

高校生へのトレーナ

ーワークショップな

どを通じて柔道整復

師・鍼灸師の仕事を

体感できる機会を増

やしていく。 

・学校案内パンフレ

ット 

・学生募集要項 

・ホームページ 

・部活動案内チラシ 

7-25-2 学生募集を

適切、かつ、効果的

に行っているか 

□入学時期に照らし、適切な

時期に願書の受付を開始し

ているか 

□専修学校団体が行う自主規
制に即した募集活動を行って
いるか 
□志願者等からの入学相談に
適切に対応しているか 

□学校案内等において、特徴

ある教育活動、学修成果等に

ついて正確に、分かりやすく

紹介しているか 

□広報活動・学生募集活動に
おいて、情報管理等のチェック
体制を整備しているか 

4 ・東京都専修学校各種学校協

会の通知に基づき、総合型選

抜の開始時期や出願受付時

期を順守している。 

・体験授業付きの週末オープ

ンキャンパスをはじめ、平日

の学科説明会や授業見学、個

別相談会など、入学検討者の

ニーズに合わせた多様な学

生募集イベントを随時実施

している。 

・学校ホームページや学校案

内パンフレット、オープンキ

ャンパス等の学科説明にて、

本校のカリキュラムの特色

・入学検討者がより

気軽に入学相談や質

問ができるよう、電

話やメールの他、

LINE や SNS 等のコ

ミュニケーションツ

ールを活用した問い

合わせ対応を整備し

ていく必要がある。 

・学生募集管理シス

テム（現在は info ク

ラウドを使用）をカ

スタマイズし、入学

検討者とのやり取り

をメール主体から

LINE 主体に変更し

ていくことも検討す

る。 

・学校案内パンフレ

ット 

・学生募集要項 

・ホームページ 

・オープンキャンパ

ス案内資料 
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□体験入学、オープンキャン

パス等の実施において、多く

の参加機会の提供や実施内

容の工夫等行っているか 

□志望者の状況に応じて多様
な試験・選考方法を取入れて
いるか 

や課外活動（ゼミ、海外研修、

部活動）について詳細に掲

載、説明をおこなっている。 

・入試方法は、総合型選抜を

はじめ、高校推薦型選抜、同

窓生推薦型選抜、一般選抜な

どを設置し、入学決定者全員

がチャレンジできる特待生

試験を取り入れている。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・入学検討者のニーズに合わせた学生募集活動や入試制度が実施できるよう、事

務局／入試広報グループ、入試広報委員会にて検討、報告を随時おこなっている。

また、入試制度や学費減免制度の改訂等の際は、学校経営会議にて審議・承認を

するなど、適切かつ効果的な学生募集活動がおこなわれているかをチェックする

体制が整っている。 

・今年度新設した部活動（サッカー部・野球部）では、所属する学生がスポーツ

だけではなくトレーナーとしての技術も磨いてもらえるよう、部活動の練習と実

技練習を併せて実施している。「選手であり、トレーナーである。」というコンセ

プトが高校の部活動指導者にも伝わり、トレーナーを目指す高校生の入学意欲促

進にも繋がっている。 

・学校の魅力の一つであるオンライン授業や WEB を活用した学習支援を入学検

討者にも体感してもらうためのオープンキャンパスや入学前学習会の企画を検

討していきたい。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 相馬 しのぶ 
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7-26 入学選考 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考基

準を明確化し、適切

に運用しているか 

□入学選考基準、方法は、規

程等で明確に定めているか 

□入学選考等は、規程等に基

づき適切に運用しているか 

□入学選考の公平性を確保

するための合否判定体制を

整備しているか 

4 ・入学者選抜においては、ア

ドミッションポリシーに基

づき、面談評価表、評価方法

シートに沿って運用してい

る。 

・総合型選抜面談や面接試験

は必ず2名以上の面接官で実

施し、入学選考の公平性を確

保している。 

・遠方に在住している志願者

の受験機会の損失を防ぐた

め、面接試験は来校型とオン

ライン型の選択式にしてい

る。 

・入試広報委員長および学校

長の責任のもと、最終的な合

否を決定する体制が整備さ

れている。 

・入学者選抜の面談

時の確認事項（実技

授業や学校生活にお

いて配慮が必要なこ

と等、合否に関わら

ない事項）について、

令和 6 年 4 月より義

務化された合理的配

慮をふまえ、多様な

学生が入学後に安心

して学校生活を送れ

るよう、内容の見直

しをおこなう必要が

ある。 

・入学者選抜におけ

る確認事項の明確化

のため、両学科や教

学支援グループへの

ヒアリングをおこな

い、入学者選抜の面

談時に注意すべきポ

イントについて教職

員に周知し、改善を

おこなっていく。 

・入学試験の手続き

についての内規 

・面談評価表 

・評価方法シート 

7-26-2 入学選考に

関する実績を把握

し、授業改善等に活

用しているか 

□学科毎の合格率・辞退率等

の現況を示すデータを蓄積

し、適切に管理しているか 

□学科毎の入学者の傾向に

ついて把握し、授業方法の検

討等適切に対応しているか 

□学科別応募者数・入学者数
の予測数値を算出しているか 
□財務等の計画数値と応募者
数の予測値等との整合性を図
っているか 

4 ・入学選考に関する情報は、

専用の管理システムを利用

し、把握、管理を適切に行っ

ている。 

・学科ごとの受験者数、辞退

者数等のデータを取りまと

め、適切に管理するととも

に、辞退理由の分析や辞退防

止にも役立てている。 

・学科毎の入学生の情報や新

入生アンケートの結果は、毎

年データ分析を行い全教職

員に共有している。 

・学科別の志願者数および入

学者数の予測数値の算出を

・入学者の傾向や新

入生アンケートの結

果により授業方法や

魅力的なカリキュラ

ムの構築に繋げられ

るようにする必要が

ある。 

・今後も継続的に新

入生アンケートを実

施し、入試広報委員

会や学科と連携して

魅力的なカリキュラ

ムや課外活動の検討

を進めていく。 

・学生情報管理シス

テム 

・中期事業計画書 

・新入生アンケート

分析 

・奨学費着地シミュ

レーション 
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毎年実施している。 

・奨学費の予測数値と着地数

値を算出し、財務シミュレー

ションを毎年実施している。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・アドミッションポリシーに基づいて面談評価表、評価方法シートの改訂をおこ

なっている。 

・募集要項に入学区分や入学選考の条件等を示している。 

・入試広報グループでは、学科毎に入学生の傾向についてデータ分析を行い、学

生募集活動はじめ入学後の学習支援に活かしている。 

・入試広報委員会および経営会議では、常に検討・改善を行い、公正で適切な入

試選考となるように努めている。 

・中期事業計画書にて、3 年間の入学者の目標数と募集戦略のプランを毎年作成して

いる。また、定員充足率や中退率を学校経営業績重要指標とし、四半期毎に振り返り

を行い、財務数値を算出している。 

・令和 6 年度生募集より現行の学費減免制度の大幅な見直しをおこない、前年度

入学者と比べ、3年間で約 5,000万円の収支改善ができる見込みとなり、価格か

ら価値で選ばれる学校への転換を図ることができた。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 相馬 しのぶ 
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7-27 学納金 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容に

対応し、学納金を算

定しているか 

□学納金の算定内容、決定の

過程を明確にしているか 

□学納金の水準を把握して

いるか 

□学納金等徴収する金額はす
べて明示しているか 

4 ・首都圏の養成校の学納金一

覧を作成し、学納金の水準を

把握している。 

・入学者に対しては「学費納

入のご案内」で学納金の具体

的な内訳を明示し徴収をお

こなっている。 

・学費納入が困難な方には、

2 分納と 4 分納の 2 つの納入

パターンを提示し、学費納入

に不安のある志願者に対し

ての負担を軽減している。 

・学費関連業務については、

入学前は入試広報グループ、

入学後は経理総務グループ

が担当し、案内をおこなって

いる。 

・学費納入が困難な

方に対しては 4 分納

での納入を案内して

いるが、それ以上の

分納を希望する方

や、奨学金での学費

納入を希望する方へ

の対応について、よ

りスムーズな案内や

適切な情報提供をお

こなっていく必要が

ある。 

・イレギュラー分納

（4分納以上の分納）

を希望する方への案

内フローを整備して

いく。 

・奨学金や高等教育

修学支援新制度、専

門実践教育訓練給付

金に関して担当者が

知識を身につけ、志

願者に詳しく説明で

きるよう改善する。 

・学費分納願（2 分

納、4 分納） 

・競合校学費一覧 

・学費一覧表 

・学費減免制度併用

パターン表 

7-27-2 入学辞退者

に対し、授業料等に

ついて、適正な取扱

を行っているか 

□文部科学省通知の趣旨に

基づき、入学辞退者に対する

授業料の返還の取扱いに対

して、募集要項等に明示し、

適切に取扱っているか 

4 ・入学辞退者に対する授業料

返納については募集要項に

明記しており、入学辞退者に

は入学金を除き、納付された

学納金はすべて返金してい

る。 

   

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・首都圏の養成校の学納金の水準を把握し、教育上必要な経費を賄うに足る学納

金を算定し、決定している。 

・入学辞退者には、入学金を除き、納付された学納金はすべて返金している。 

・本校独自の多様な学費支援制度があるため、学費減免額の一覧表や各減免制度

の併用可否がわかる早見表を作成し運用している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 相馬 しのぶ 
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基準 8 財務 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学校の財務状況は、安定的な学生確保に伴い、経常

収支差額がプラスで推移している。更に、入学定員確

保・中途退学者の削減及び学校運営に関わる経費削

減を行うことにより、安定した経営を目指している。 

・今後の財務基盤の安定化に向けて、毎年継続的に安

定した入学者を確保し、かつ、退学者の抑制を図るこ

とが最重要課題である。加えて、経費の見直しや効率

化による経費削減を図りつつ、教育効果・学生満足度

の向上を見据えたバランスのとれた学校運営を行っ

ていく必要性を強く感じている。 

 

・中期計画に基づき、財務基盤の安定とのバランスを

保ちながら教育施設設備の充実を図る一方、入学定

員確保と中途退学者の抑制に努める。 

・経費の更新契約については、定期的な見直しを行

い、常にコスト削減に努める。 

・学園の集中購買により、定期的な経費の見直しや効

率化が図れている。 

・予算統制標準規程の運用により、効果的な予算編

成・執行が可能である。 

・内部監査室・公認会計士・監事の連携により、財務

における監査体制を整備している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 岡野 成生 

  



 

57 

8-28 財務基盤 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び法

人運営の中長期的

な財務基盤は安定

しているか 

□応募者数・入学者数及び定

員充足率の推移を把握して

いるか 

□収入と支出はバランスが

とれているか 

□貸借対照表の平成 28 年度

繰越収入超過額がマイナス

になっている場合、それを解

消する計画を立てているか 

□消費収支計算書の当年度
消費収支超過額がマイナスと
なっている場合、その原因を正
確に把握しているか 
□設備投資が過大になってい
ないか 
□負債は返還可能の範囲で妥
当な数値となっているか 

4 ・令和 5年度の入学者は、ほ

ぼ定員確保となり、定員充足

率は 97.9%であった。引き続

き、中期事業計画を基に、入

学定員確保に努める。 

・事業活動収入は、安定的な

学生数の確保に伴い、経常収

支差額がプラスで推移して

おり、収支バランスは取れて

いる。 

・学園の翌年度繰越収支差額

は、施設設備による基本金組

入があり、マイナスになって

いるが、中期事業計画に沿っ

て解消に努める。また、必要

な設備投資は行える状況で

ある。負債比率・負債償還率

ともに、設置基準の範囲であ

る。 

・財務基盤を安定さ

せるためには、各学

科における入学定員

確保及び中途退学者

の削減が必要であ

る。 

・学園行動指針であ

る「チェンジアンド

チャレンジ」・「スチ

ューデンファース

ト」を実行し、競争力

強化に努める。 

・事業活動報告参考

資料 

（入学者数報告） 

（在校生数報告） 

・事業活動収支内訳

表 

8-28-2 学校及び法

人運営に係る主要

な財務数値に関す

る財務分析を行っ

ているか 

□最近 3 年間の収支状況（消

費収支・資金収支）による財

務分析を行っているか 

□最近 3 年間の財産目録・貸

借対照表の数値による財務

分析を行っているか 

□最近 3年間の設置基準等に

定める負債関係の割合推移

データによる償還計画を策

定しているか 

□キャッシュフローの状況

を示すデータはあるか 

□教育研究費比率、人件費比

率の数値は適切な数値にな

4 ・適切な財務運営を行うた

め、毎年、収支状況および貸

借対照表の財務分析を行い、

理事会、評議員会で報告して

いる。 

・令和 5年度の負債率、負債

償還率は、設置基準を満たし

ている。負債償還計画を基

に、計画的に返済を進めてい

る。 

・経理規程に基づき、月次試

算表を作成し、四半期ごとに

学園運営会議で報告してい

る。また、収支の均衡状況把

・主要な財務比率状

況については、教職

員の管理職層にまで

広げ、収支意識の強

化に努める必要があ

る。 

・財務分析に基づい

た中期計画を立て、

予算・収支計画の策

定及び、その執行体

制を整備する。 

・事業報告書 

（Ⅲ財務の概要） 

・負債償還計画表 
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っているか 

□コスト管理を適切に行っ

ているか 

□収支の状況について自己

評価しているか 

□改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を策

定しているか 

握のため、比較財務報告書を

作成し、予算管理を行ってい

る。 

・教育管理経費比率、人件費

比率の数値は適正である。 

・稟議制度により、2 社以上

の見積もりを行い、適正な支

出額の把握に努めている。ま

た、学園の集中購買により、

経費削減にも努めている。 

必要な財務改善が発生した

場合は、翌年の予算編成方針

に反映させている。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・財務基盤の安定化には、継続的に安定した入学者を確保することが最重要課題

であり、経費の見直しや効率化による経費削減を図りつつも、教育活動の財源確

保に努め入学者の確保に努める。 

・学園の集中購買により、定期的な経費の見直しや効率化が図れる。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 岡野 成生 
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8-29 予算・収支計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標と

の整合性を図り、単

年度予算、中期計画

を策定しているか 

□予算編成に際して、教育目

標、中期計画、事業計画等と

整合性を図っているか 

□予算の編成過程及び決定

過程は明確になっているか 

4 ・予算編成に際しては、中期

事業計画を年度の予算編成

方針に反映させ、予算編成要

領に沿って明確な予算編成

に努めている。また、予算統

制標準規程に基づき、予算会

議において、各予算単位の予

算原案を審議、学園経営会議

で原案を決定、3 月の理事会・

評議員会で審議決定してい

る。 

・特になし。 ・特になし。 ・理事会議事録 

・評議員会議事録 

8-29-2 予算及び計

画に基づき、適正に

執行管理を行って

いるか 

□予算の執行計画を策定し

ているか 

□予算と決算に大きな乖離

を生じていないか 

□予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行って

いるか 

□予算規程、経理規程を整備
しているか 
□予算執行にあたってチェック
体制を整備する等適切な会計
処理行っているか 

4 ・予算執行については、予算

統制標準規程の第 6 章「予算

の実行」・第 7 章「予算実績

の対照及び再分析」に基づき

実行している。 

・予算超過については、大科

目間の流用で対応している。

稟議書と予算流用書を添付

し、予算と決算に乖離が生じ

ないよう努めている。また、

内部監査室の会計監査（年 3

回）において、予算執行状況

のチェックを受け、改善に努

めている。 

・特になし。 ・特になし。 ・経理規定 

・予算統制標準規定 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・予算については、予算統制標準規程に基づき進めており、適切な予算編成及び

管理が行われている。 

・予算統制標準規程の運用により、効果的な予算編成・執行が可能である。 

 
最終更新日付 令和 6 年 6 月 11 日 記載責任者 岡野 成生 
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8-30 監査 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校法

及び寄附行為に基

づき、適切に監査を

実施しているか 

□私立学校法及び寄附行為
に基づき、適切に監査を実施
しているか 
□監査報告書を作成し理事会
等で報告しているか 
□監事の監査に加えて、監査
法人による外部監査を実施し
ているか 
□監査時における改善意見に
ついて記録し、適切に対応し
ているか 

4 ・監事は、本学園の寄附行為

第 14 条に基づき、適切に監

査を実施し、監査報告書を作

成、理事会、評議員会に提出

している。 

・外部監査は、公認会計士に

よる会計監査を毎期実施し

ている。また、内部監査室に

よる会計監査（年 3 回）及び

三様監査（年 2 回）を実施し

ている。 

・監査時に改善意見が出た場

合は、速やかに対応してい

る。 

・内部監査と外部監

査により、財務諸表

の妥当性が担保され

ているが、継続し適

正性を確保する必要

がある。 

・内部監査室・公認会

計士・監事と連携を

図り、適正な財務諸

表作成に努める。 

・監査報告書 

・独立監査法人の監

査報告書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・財務における会計監査は適正に行われている。内部監査室における会計監査、

公認会計士の外部監査、監事監査を行い、監事が監査報告書を作成、理事会、評

議員会に提出している。 

・内部監査室・公認会計士・監事の連携により、財務における監査体系が整備さ

れている。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 岡野 成生 

  



 

61 

8-31 財務情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校法

に基づく財務情報

公開体制を整備し、

適切に運用してい

るか 

□財務公開規程を整備し、適

切に運用しているか 

□公開が義務づけられてい

る財務帳票、事業報告書を作

成しているか 

□財務公開の実績を記録し

ているか 

□公開方法についてホーム

ページに掲載する等積極的

な公開に取組んでいるか 

4 ・本学園は、財務書類等閲覧

規程に沿って、閲覧希望者に

財産目録・収支計算書・貸借

対照表・事業報告書・監査報

告書等を開示している。 

また、学園の HP にて、財務

諸表を公開している。 

・特になし。 ・特になし。 ・財務書類等閲覧規

程 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・特になし。 ・特になし。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 11 日 記載責任者 岡野 成生 
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基準 9 法令等の順守 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・厚生労働省指定養成施設の関係法令と専修学校設

置基準に基づき、学則や諸規程等を整備し学校運営

をしている。自己点検・自己評価の過程で諸規程等の

点検を心がけているが、組織体制の変更や学生の質

の変化等により、現状に合わせて改定していく。 

・ハラスメントに対し、学園の規定等検討委員会によ

ってハラスメント防止に係る規定が制定された。 

また、学内ハラスメント委員会を組織しており、教職

員間や学生との間に生じた不適切な事象について速

やかに対応できる体制を整備している。 

・個人情報漏洩等について、学園の規定等検討委員会

より個人情報保護の規定が制定された。 

また、学内に個人情報保護の担当者を配置し、学内の

個人情報保護等の強化を行っていく。 

・平成 26 年度より、自己評価と学校関係者評価に組

織的に取り組んでおり、自己評価の結果を学校関係

者の目線で客観的に点検している。今後は、実施時期

や評価方法について、さらなる改善を図りたい。 

・教育情報の内容を適切に公開している。引き続き最

新情報の公開に努めていきたい。 

・諸規程等を精査し、現状に合わせて整備する。 

・学生や教職員に対し、制定された規定の周知や理

解・浸透を図る。 

 

・ハラスメントに対する考え方を浸透させるために、

学生向けリーフレットを整備している。また、相談箱

を設置し、相談しやすい環境を提供している。また、

相談箱以外にも教職員のアドレスやハラスメント相

談用のメールアドレスを公開し、いつでも学生が相

談できる体制を整備している。 

 

・学校が開設したサイトは、セキュリティー対策等の

情報漏洩策を講じているが、教職員の意識向上のた

め、継続的に研修を実施していく。 

・平成 26 年度より、関係業界団体の役員等を交え、

学校関係者評価委員会を実施しているが、業界のニ

ーズや動向に学校の方向性が合致しているかを確認

しながら、主観的でなく客観的に評価を実施してい

る。 

・職業実践専門課程の基本情報をはじめ、常に最新の

情報を学校のホームページに公開している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 
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9-32 関係法令、設置基準等の順守 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専修

学校設置基準等を

順守し、適正な学校

運営を行っている

か 

□関係法令及び設置基準等

に基づき、学校運営を行うと

ともに、必要な諸届等適切に

行っているか 

□学校運営に必要な規則・規

程等を整備し、適切に運用し

ているか 

□セクシュアルハラスメン

ト等の防止のための方針を

明確化し、対応マニュアルを

策定して適切に運用してい

るか 

□教職員、学生に対し、コン

プライアンスに関する相談

窓口を設置しているか 

□教職員、学生に対し、法令

順守に関する研修・教育を行

っているか 

4 ・厚生労働省指定養成施設の

関係法令と専修学校設置基

準に基づき、学則や諸規程等

を整備し、学校運営をしてい

る。 

・ハラスメント防止のリーフ

レットを整備するだけでは

なく、相談箱の設置や教職員

のメールアドレス、ハラスメ

ント相談用メールアドレス

を公開し、相談しやすい環境

を提供している。 

・教職員会議にてハラスメン

ト防止のための注意喚起を

している。 

・教職員研修の一環として、

コンプライアンス、ハラスメ

ント防止、個人情報保護の観

点から動画を作成し、視聴を

促した。 

・引き続き学生や教

職員がハラスメント

に関する理解を深め

ていく取組みを行う

必要がある。 

 

・ハラスメントや各

種規定については、

単発の研修や周知で

はなく、継続性を保

つよう体制を整備し

ていく。 

 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・厚生労働省指定養成施設の関係法令と専修学校設置基準に基づき、学則や諸規

程等を整備し学校運営をしている。自己点検・自己評価の過程で諸規程等の点検

を心がけているが、組織体制の変更や学生の質の変化等により、現状に合わせて

改定していく。 

・ハラスメントに対する教職員の意識は高まっているが、理解が不十分な面があ

るので、研修会等を継続して啓蒙していく。 

・ハラスメントに対する認識は、年代や個人の価値観により教職員の認識にばら

つきがある。ハラスメントに対する認識を共通化するために、ハラスメント研修

会を定期的に実施していく。 

・相談箱の設置や教職員のメールアドレス、ハラスメント相談用メールアドレス

を公開するなど、相談しやすい環境を提供している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 
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9-33 個人情報保護 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保有

する個人情報保護

に関する対策を実

施しているか 

□個人情報保護に関する取

扱方針・規程を定め、適切に

運用しているか 

□大量の個人データを蓄積

した電磁記録の取扱いに関

し、規程を定め、適切に運用

しているか 

□学校が開設したサイトの

運用にあたって、情報漏えい

等の防止策を講じているか 

□学生・教職員に個人情報管

理に関する啓発及び教育を

実施しているか 

3 ・学園の個人情報保護規程に

則り個人情報を取り扱って

いる。 

・個人情報の漏洩防止のた

め、書庫は鍵を掛け、PC は

使用者がパスワードを設定

し、管理している。 

・学校のホームページは、情

報漏洩策を講じている。 

・教職員のリテラシーに差が

あるため、個別に啓発してい

る。 

・個人情報保護に関

する対策をまとめ、

取扱方針と規程を明

文化し、学生や教職

員に啓発や教育を実

施する必要がある。 

・学園ガバナンスプ

ロジェクトが主催す

る個人情報保護研修

を実施し、教職員の

意識の向上を図る。 

・学生や教職員に対

し、周知徹底を図る。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・幸いにして個人情報漏洩等の事故は、今までに起こっていないが、教職員のコ

ンピューターリテラシーに差があり、個々人の意識に依存するのは非常に危険で

ある。特に、ICT 化が進むにつれ利便性は向上し、情報の取り扱いが容易になる

反面、個人情報保護漏洩リスクは上げっていくため、継続的な研修を通じて個々

人の理解や意識の向上を図る必要がある。 

 

・学校が開設したサイトは、セキュリティー対策等の情報漏洩策を講じている

が、サイト以外での個人情報漏洩防止策を検討し、個人情報の取り扱いをより厳

重にする必要がある。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 12 日 記載責任者 兼子 啓太郎 
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9-34 学校評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価の

実施体制を整備し、

評価を行っている

か 

□実施に関し学則及び規程等
を整備し実施しているか 

□実施にかかる組織体制を

整備し、毎年度定期的に全学

で取組んでいるか 

□評価結果に基づき、学校改

善に取組んでいるか 

4 ・自己評価は学則に定め、組

織体制を整備し定期的に実

施している。 

・評価結果に基づき外部評価

も行い、改善に取り組んでい

る。 

自己評価の取り組み

開始時期が 7 月であ

り、前年度から 4 か

月以上経過しての評

価開始となる。より

正確な状況把握とタ

イムリーな対応を可

能とするため、取り

組み時期を早める必

要がある。 

 

各部門において年度

の早い時期に前年度

の総括を行う。 

喫緊の課題が見つか

った場合には迅速に

対応策を検討する。 

 

9-34-2 自己評価結

果を公表している

か 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載する等広く社会に公

表しているか 

4 ・自己評価報告書を取りまと

め、学校のホームページに公

開している。 

ホームページ上で、

他の項目と乱立して

いる箇所があり、整

備が必要。 

他の学校や他業種の

情報公開ページを参

考に改修を検討す

る。 

 

9-34-3 学校関係者

評価の実施体制を

整備し評価を行っ

ているか 

□実施に関し、学則及び規程

等を整備し実施しているか 

□実施のための組織体制を

整備しているか 

□設置課程・学科に関連業界

等から委員を適切に選任し

ているか 

□評価結果に基づく学校改善
に取組んでいるか 

4 ・学校関係者評価は規定等を

整備していないが、組織体制

を整備し、業界団体の役員や

独立開業している卒業生を

委員に選任している。 

・学校関係者評価委員会を実

施し、その結果を学校改善に

活用している。 

学校関係者評価委員

会における議題の設

定が単発的となって

いることが課題。 

継続性を意識した議

題設定をすることで

実効性の高い打ち手

の策定が期待でき

る。 

学校の過去・現在・未

来の視点から取り組

むべきテーマを検討

し、複数年度にわた

って継続的に取り組

める課題を設定す

る。 

 

9-34-4 学校関係者

評価結果を公表し

ているか 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載する等広く社会に公

表しているか 

4 ・学校関係者の議事録を取り

まとめ、学校のホームページ

に公開している。 

ホームページ上で、

他の項目と乱立して

いる箇所があり、整

備が必要。 

他の学校や他業種の

情報公開ページを参

考に改修を検討す

る。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・平成 26 年度より、自己評価と学校関係者評価に組織的に取り組んでおり、自

己評価の結果を学校関係者の目線で客観的に点検している。 

・学校関係者評価委員会を実施し、業界のニーズや動向に学校の方向性が合致し

ているかを確認しながら、主観的でなく客観的に評価を実施している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 5 日 記載責任者 木村 元   

 

9-35 教育情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報に

関する情報公開を

積極的に行ってい

るか 

□学校の概要、教育内容、教

職員等教育情報を積極的に

公開しているか 

□学生、保護者、関連業界等

広く社会に公開しているか 

4 ・教育情報は学校のホームペ

ージを活用し、業界に関心の

ある関係者等に対し、積極的

に公開している。 

ホームページ上で、

他の項目と乱立して

いる箇所があり、整

備が必要。 

他の学校や他業種の

情報公開ページを参

考に改修を検討す

る。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・教育情報の内容を適切に公開している。引き続き最新情報の公開に努めていき

たい。 

・職業実践専門課程の基本情報をはじめ、常に最新の情報をホームページに公開

している。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 5 日 記載責任者 木村 元 
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基準 10 社会貢献・地域貢献 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・「集まる学校」づくりには、社会貢献や地域貢献は

欠かせない要素であり、スポーツ大会等の関連団体

主催イベントへのボランティア参加や、地域住民向

けのイベントの開催のほか、研修会等での教室貸し

出し等を積極的に行っている。 

・医療教育の実践の一環として、「救急救命講習」を

実施していたが、2023 年度は実施に至らなかった。 

・附属施術所は、学生の臨床教育施設であるが、一方

で地域住民に対する施術も受け付けており、地域貢

献の一助となっている。これまで同様、学校の施設や

教育資源を活用した社会貢献に努める所存である。 

・令和 2 年度以降、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大に伴い、救命救急講習など社会貢献・地域貢献

に関する活動は一部中断している。 

・NITT（日本医専トレーナーズチーム）を発足して

いる。 

※令和 3 年度からスポーツ鍼灸院を設立し、幅広い

ニーズに対応できるよう体制を整備。 

・令和 4 年 4 月から臨床教育施設として美容鍼灸サ

ロン Acure を本校舎内に開設した。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 

 

 

10-36 社会貢献・地域貢献 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-1  学校の教

育資源を活用した

社会貢献・地域貢献

を行っているか 

□産・学・行政・地域等との

連携に関する方針・規程等を

整備しているか 

□企業や行政と連携した教

育プログラムの開発、共同研

究の実績はあるか 

□国の機関からの委託研究

及び雇用促進事業について

積極的に受託しているか 

□学校施設・設備等を地域・

関連業界等・卒業生等に開放

しているか 

□高等学校等が行うキャリ

4 ・地域の方々に対しては、学

校附属の敬心接骨院、敬心鍼

灸院、美容鍼灸サロンを開設

し、それぞれ教員や専門スタ

ッフが施術にあたっている。 

・教室や実習室を卒業生や関

連業界が利用できる体制を

整えており、校友会や地域鍼

灸師会の勉強会、業界セミナ

ー等を開催している。 

・9 月、2 月に開催される教

育課程編成委員会（学外有識

者、業界関係者で構成）にお

・様々な活動を通じ

て、企業や関連団体

との連携をさらに深

めていくことが必要

である。 

・NITT による連携

チームや団体、学校

等の開拓に注力す

る。 

・さらに高等学校の

授業や課外活動に積

極的に協力・支援す

る活動を推進する。 
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ア教育等の授業実施に教員

等を派遣する等積極的に協

力・支援しているか 

□学校の実習施設等を活用

し高等学校の職業教育等の

授業実施に協力・支援してい

るか 

□地域の受講者等を対象と

した「生涯学習講座」を開講

しているか 

□環境問題等重要な社会問

題の解決に貢献するための

活動を行っているか 

□教職員・学生に対し、重要

な社会問題に対する問題意

識の醸成のための研修、教育

に取組んでいるか 

いて、教育内容の指導、助言

を受け、授業及び授業外活動

に反映している。 

・教員、卒業生、在校生で組

織した NITT（日本医専トレ

ーナーズチーム）によって、

10 を超えるプロチーム・アマ

チームや団体、学校に対して

トレーナー活動を実施して

いる。 

・高等学校の運動部へ教員と

柔道整復学科の学生が訪問

しトレーナー活動を行って

いる。学生自身の学習の場と

してだけではなく、高等学校

との連携強化も目的として

いる。 

10-36-2  国際交流

に取組んでいるか  

□海外の教育機関との国際

交流の推進に関する方針を

定めているか 

□海外の教育機関と教職員

の人事交流・共同研究等を行

っているか 

□海外の教育機関と留学生

の受入れ、派遣、研修の実施

等交流を行っているか 

□留学生の受入れのため、学
修成果、教育目標を明確化
し、体系的な教育課程の編成
に取組んでいるか 

□留学生の受入れを促進す

るために学校が行う教育課

程、教育内容・方法等につい

て国内外に積極的に情報発

信を行っているか 

4 ・鍼灸をはじめ東洋医学の本

場である中国においては、上

海中医薬大学との連携を継

続し、教員および学生の人事

交流や技術交流も含めた相

互連携に積極的に取組んで

いる。 

・コロナ禍で渡航が見合せと

なっていたが、令和 5 年度よ

り柔道整復学科のフロリダ・

トレーナー研修を再開した。 

・鍼灸学科の中国研修は受入

先都合により再開見合せと

なったが、上海中医薬大学教

授を招聘して行う中医学セ

ミナーは対面開催が再開さ

れた。また両学科を対象とし

た台湾研修が新設された。 

 

 

・既存の連携教育機

関との連携をさらに

深めていくと同時

に、新たな連携先を

模索していく必要が

ある。 

 

・海外研修の制度を

充実させつつ、更な

る研修地の検討に向

けて情報収集を進め

ていく。 

・グローバルキャリ

ア育成にむけた新た

な海外研修先の開拓

を、校友会・附属治療

院・ゼミ等とも連携

し、実施していく。 
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・アメリカテキサス州にある

医療系ハイスクールである

Maxine Silva Health 

Magnet School より、海外研

修生と関係者を計 11 名(高校

生 6 名・教員 2 名・保護者 3

名）受け入れた。 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学校の医療に関する知識や技術を活かし、地域社会や業界に貢献する態勢を整

えつつあり、今後もさらに強化していく方向である。 

・海外の教育機関や関連団体との交流も積極的に取組んでおり、上海中医薬大学

教授を招聘して行う中医学セミナーは対面開催が再開された。また両学科を対象

とした台湾研修が新設され、長庚大学と台湾中国医薬大学の 2 つの大学での

研修プログラムを実施した。 

・令和 5 年度よりスポーツの本場アメリカ・フロリダにあるセントラルフロリダ

大学でのスポーツトレーナー研修が再開し、スポーツトレーナー分野で活躍を志

望する学生の技術と意欲の向上を図っている。 

・今後も引き続き、海外の教育機関や関連施設との連携強化とともに、新たな連

携先を開拓していく予定である。 

コロナ禍で停止もしくは縮小（一部オンラインに変更）していた海外交流活動も

徐々に再開し、社会貢献・地域貢献活動についてもコロナ前の状況に戻ってきて

いる。 

 
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 
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10-37 ボランティア活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課題 課題の改善方策 参照資料 

10-37-1  学生のボ

ランティア活動を

奨励し、具体的な活

動支援を行ってい

るか 

□ボランティア活動等社会

活動について、学校として積

極的に奨励しているか 

□活動の窓口の設置等、組織

的な支援体制を整備してい

るか 

□ボランティアの活動実績

を把握しているか 

□ボランティアの活動実績

を評価しているか 

□ボランティアの活動結果

を学内で共有しているか 

3 ・ボランティア活動について

は、学園祭の売り上げ全額を

モクサアフリカに寄付して

いる。 

・また授業で使う線香を、モ

クサアフリカのサイトから

購入し、売り上げのチャリテ

ィー活動に貢献している。 

 

・引き続きモクサア

フリカへの寄付を積

極的におこない、コ

ロナ禍で停止してい

たスポーツ団体イベ

ント等のボランティ

ア参加を積極的に奨

励していく必要があ

る。 

・ボランティア活動

に対する活動支援の

方法や体制を検討し

ていく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・モクサアフリカへの寄付やチャリティー活動は積極的に実施しているが、学校

として地域のボランティア活動等への取り組みや体制の構築が今後の課題であ

る。 

 

  
最終更新日付 令和 6 年 7 月 17 日 記載責任者 中島 桂吾 

 


